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１　社会保険診療報酬支払基金の概要

　⑴　事業内容

　　ア�　診療担当者の提出する診療報酬請求書の審査（その審査について不服の申出が

あった場合の再審査を含む。以下同じ。）を行うこと。

　　イ�　前記アにより審査を行った診療報酬請求書に対して、厚生労働大臣の定めるとこ

ろにより算定した金額を支払うこと。

　　ウ�　前記ア及びイに準じ、訪問看護療養費又は家族訪問看護療養費の審査及び支払を

行うこと。

　　エ�　各保険者から、委託金の委託を受けるとともに各保険者に診療報酬の請求を行う

こと。

　　オ�　保険者から委託された医療保険各法等による保険給付の支給に関する事務（前記

アからエまでの業務を除く。）を行うこと。

　　カ�　保険者から委託された健康保険法、船員保険法、私立学校教職員共済法、国家公

務員共済組合法、国民健康保険法、地方公務員等共済組合法又は高齢者の医療の確

保に関する法律に掲げる情報の収集又は整理に関する事務を行うこと。

　　キ�　保険者から委託された健康保険法、船員保険法、私立学校教職員共済法、国家公

務員共済組合法、国民健康保険法、地方公務員等共済組合法又は高齢者の医療の確

保に関する法律に掲げる情報の利用又は提供に関する事務を行うこと。

　　ク�　前記アからキまでの業務に附帯する業務を行うこと。

　　ケ�　前記アからクまでの業務のほか、社会保険診療報酬支払基金法第１条の目的を達

成するために必要な業務を行うこと。

　　コ�　生活保護法、児童福祉法、母子保健法、戦傷病者特別援護法、原子爆弾被爆者に対

する援護に関する法律、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律、

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律、石

綿による健康被害の救済に関する法律、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律又は難病の患者に対する医療等に関する法律の規定により医療

機関の請求することのできる診療報酬の額又は被爆者一般疾病医療機関若しくは保

険医療機関等若しくは生活保護指定医療機関に支払うべき額の決定について意見を

求められたときは、意見を述べ、また、生活保護法、戦傷病者特別援護法、原子爆弾

被爆者に対する援護に関する法律、児童福祉法、母子保健法、感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する法律、心神喪失等の状態で重大な他害行為を行っ
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た者の医療及び観察等に関する法律、石綿による健康被害の救済に関する法律、障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律又は難病の患者に対す

る医療等に関する法律の規定により医療機関に対する診療報酬又は一般疾病医療費

若しくは医療費に相当する額の支払に関する事務を委託されたとき、防衛省の職員

の給与等に関する法律の規定により、療養を担当する者が国に対して請求すること

ができる診療報酬の額の審査に関する事務及びその診療報酬の支払に関する事務を

委託されたとき、並びに精神保健及び精神障害者福祉に関する法律又は麻薬及び向

精神薬取締法の規定により、これらに規定する審査、額の算定又は診療報酬の支払

に関する事務を委託されたときにおいて、その支払に必要な事務を行うこと。

　　サ�　厚生労働大臣の定める疾病について医療機関が請求することができる費用の額の

審査及び支払に関する事務を行うこと。

　　シ�　高齢者の医療の確保に関する法律の定めるところにより次の高齢者医療制度関係

業務を行うこと。

　　　ア�　保険者から前期高齢者納付金等を徴収し、保険者に対し前期高齢者交付金を交

付する業務及びこれに附帯する業務

　　　イ�　保険者から後期高齢者支援金等を徴収し、後期高齢者医療広域連合に対し後期

高齢者交付金を交付する業務及びこれに附帯する業務

　　　ウ�　保険者から病床転換支援金等を徴収し、都道府県に対し病床転換助成交付金を

交付する業務及びこれに附帯する業務

　　ス　国民健康保険法の定めるところにより次の退職者医療関係業務を行うこと。

　　　ア�　被用者保険等保険者から拠出金を徴収すること。

　　　イ�　市町村に対し療養給付費交付金を交付すること。

　　　ウ�　前記ア及びイの業務に附帯する業務を行うこと。

　　セ　介護保険法の定めるところにより次の介護保険関係業務を行うこと。

　　　ア�　医療保険者から納付金を徴収すること。

　　　イ�　市町村に対し介護給付費交付金を交付すること。

　　　ウ�　市町村に対し地域支援事業支援交付金を交付すること。

　　　エ�　前記のア、イ及びウの業務に附帯する業務を行うこと。

　　ソ�　特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法の定めるところ

により次の特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等支給関係業務を行うこと。

　　　ア�　特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等を支給すること。

　　　イ�　前記のアの業務に附帯する業務を行うこと。
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⑵　事務所の所在地

主 た る 事 務 所 の 名 称 所 在 地

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 東京都港区新橋二丁目 1 番 3 号

従 た る 事 務 所 の 名 称 所 在 地

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 北 海 道 支 部 札幌市中央区北七条西十四丁目 28 番地 22

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 青 森 支 部 青森市堤町一丁目 5 番 1 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 岩 手 支 部 盛岡市志家町 10 番 35 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 宮 城 支 部 仙台市宮城野区榴岡五丁目 1 番 27 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 秋 田 支 部 秋田市中通七丁目 2 番 17 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 山 形 支 部 山形市鉄砲町二丁目 15 番 1 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 福 島 支 部 福島市三河南町 11 番 5 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 茨 城 支 部 水戸市末広町一丁目 1 番 8 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 栃 木 支 部 宇都宮市塙田一丁目 3 番 14 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 群 馬 支 部 前橋市問屋町一丁目 2 番地 4

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 埼 玉 支 部 さいたま市浦和区領家三丁目 18 番 1 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 千 葉 支 部 千葉市中央区問屋町 2 番 1 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 東 京 支 部 東京都豊島区南池袋二丁目 28 番 10 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 神 奈 川 支 部 横浜市中区山下町 34 番地

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 新 潟 支 部 新潟市中央区新光町 11 番地 2

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 富 山 支 部 富山市黒崎 21 番地

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 石 川 支 部 金沢市元菊町 16 番 15 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 福 井 支 部 福井市花堂東一丁目 26 番 30 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 山 梨 支 部 甲府市湯田二丁目 12 番 22 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 長 野 支 部 長野市大字鶴賀 1457 番地 44

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 岐 阜 支 部 岐阜市五坪一丁目 1 番 1 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 静 岡 支 部 静岡市駿河区国吉田一丁目 2 番 20 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 愛 知 支 部 名古屋市北区大曽根四丁目 8 番 57 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 三 重 支 部 津市桜橋三丁目 446 番 68

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 滋 賀 支 部 大津市におの浜二丁目 2 番 8 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 京 都 支 部 京都市右京区西院月双町 36 番地

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 大 阪 支 部 大阪市北区鶴野町 2 番 12 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 兵 庫 支 部 神戸市中央区港島中町四丁目 4 番 4

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 奈 良 支 部 奈良市佐保台西町 114 番地 1

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 和 歌 山 支 部 和歌山市吹上二丁目 5 番 14 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 鳥 取 支 部 鳥取市扇町 117 番地

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 島 根 支 部 松江市北田町 33 番 1

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 岡 山 支 部 岡山市北区新屋敷町二丁目 1 番 16 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 広 島 支 部 広島市西区中広町一丁目 17 番 30 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 山 口 支 部 山口市葵一丁目 3 番 38 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 徳 島 支 部 徳島市末広二丁目 1 番 25 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 香 川 支 部 高松市朝日町二丁目 17 番 3 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 愛 媛 支 部 松山市六軒家町 2 番 13 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 高 知 支 部 高知市神田 593 番地

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 福 岡 支 部 福岡市博多区美野島一丁目 1 番 8 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 佐 賀 支 部 佐賀市駅前中央三丁目 10 番 1 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 長 崎 支 部 長崎市光町 3 番 15 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 熊 本 支 部 熊本市中央区本荘町 667 番地 1

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 大 分 支 部 大分市新川町二丁目 5 番 17 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 宮 崎 支 部 宮崎市丸島町 2 番 38 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 鹿 児 島 支 部 鹿児島市宇宿一丁目 52 番 12 号

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 沖 縄 支 部 那覇市上間 290 番地 1
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　⑶　職員の定数及びその前事業年度末との比較

区　　分 平成 30 年度末 平成 29 年度末

職員定数 4,280 名 4,310名

審査委員定数

（うち主任審査委員）

4,674 名

（561 名）

4,674名
（561 名）
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5
3
 

0
0

5
3
 

都
道

府
県

及
び

市
（児

童
福

祉
法

：
小

児
慢

性
）

1
1
5
 (
6
8
)

6
0

1
2
1
 (
7
4
)

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（措

置
等

医
療
）

9
0
4
 (
8
5
7
)

1
0

9
0
5
 (
8
5
8
)

都
道

府
県
（難

病
の

患
者

に
対

す
る

医
療

等
に

関
す

る
法

律
）

4
7
  

2
0

0
6
7
 (
2
0
)

社
会

保
険

診
療

報
酬

支
払

基
金

（特
定
Ｂ
型

肝
炎
ウ
イ
ル
ス
感

染
者
給
付
金

等
の
支

給
に
関
す
る
特

別
措

置
法
）

0
 

0
0

0
 

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構
（石

綿
に

よ
る

健
康

被
害

の
救

済
に

関
す

る
法

律
）

1
 

0
0

1
 

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法
：

肢
体

不
自

由
児

通
所

及
び

障
害

児
入

所
医

療
）

1
,7
8
4
 (
1
,7
3
7
)

0
0

1
,7
8
4
 (
1
,7
3
7
)

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（自

治
体

医
療
）

9
1
2
 (
8
9
5
)

3
0
6

0
1
,2
1
8
 (
1
,2
0
1
)

合
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
計

1
4
,9
0
7

4
0
9

1
3

1
5
,3
0
3
 

（
注
）
１
 ．
都
道
府
県
及
び
市
区
町
村
（
感
染
症
法
、
生
活
保
護
法
、
障
害
者
総
合
支
援
法
、
児
童
福
祉
法
、
精
神
保
健
及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
、
母
子
保
健
法
、
残
留
邦
人
支
援
法
、
措
置
等
医
療
、

自
治
体
医
療
）
は
、
そ
れ
ぞ
れ
契
約
都
道
府
県
市
区
町
村
数
を
記
し
、
そ
の
括
弧
内
に
市
区
町
村
数
を
再
掲
し
た
も
の
で
あ
る
。

　
　
 ２

 ．
共
済
組
合
の
国
家
公
務
員
等
の
う
ち
に
は
、
国
家
公
務
員
共
済
組
合
連
合
会
職
員
、
地
方
職
員
共
済
組
合
、
公
立
学
校
共
済
組
合
及
び
警
察
共
済
組
合
が
含
ま
れ
て
い
る
。

　
　
 ３

 ．「
保
険
者
等
の
種
別
」
欄
の
「（

特
定
疾
患
等
）」

の
「
等
」
に
は
、「

茨
城
県
神
栖
町
に
お
け
る
有
機
ヒ
素
化
合
物
に
よ
る
環
境
汚
染
及
び
健
康
被
害
に
係
る
緊
急
措
置
事
業
要
綱
」
に
基
づ
く
審
査
支
払
事

務
に
関
す
る
茨
城
県
知
事
と
の
契
約
、「

水
俣
病
総
合
対
策
費
の
国
庫
補
助
に
つ
い
て
」
に
基
づ
く
療
養
の
給
付
及
び
こ
れ
に
相
当
す
る
給
付
に
関
す
る
審
査
支
払
事
務
に
係
る
新
潟
県
知
事
、
熊
本
県
知
事
、

鹿
児
島
県
知
事
及
び
新
潟
市
長
と
の
契
約
及
び
「
メ
チ
ル
水
銀
の
健
康
影
響
に
係
る
調
査
研
究
事
業
に
つ
い
て
」
に
基
づ
く
研
究
治
療
費
の
支
給
に
関
す
る
審
査
支
払
事
務
に
係
る
熊
本
県
知
事
と
の
契
約
が

含
ま
れ
て
い
る
。

　
　
 ４

 ．「
保
険
者
等
の
種
別
」
欄
の
「（

特
定
Ｂ
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
感
染
者
給
付
金
等
の
支
給
に
関
す
る
特
別
措
置
法
）」

に
つ
い
て
は
、
社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金
が
実
施
機
関
で
あ
る
た
め
、
契
約
は
行
っ
て

い
な
い
。
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３
　

管
掌

別
診

療
報

酬
支

払
状

況

保
険

者
等

の
種

別
支
払
確
定
額

支
　
払
　
額

支
払
未
済
額

備
　
　
　
考

千
円

千
円

千
円

千
円

全
国

健
康

保
険

協
会
（健

康
保

険
）

5
,4
0
1
,6
4
8
,5
4
5

5
,4
0
1
,5
8
9
,2
6
3

5
9
,2
8
2

7
3
,1
6
1

全
国

健
康

保
険

協
会
（船

員
保

険
）

1
8
,6
7
8
,0
6
5

1
8
,6
7
7
,9
4
4

1
2
0

2
0
0

共
済

組
合

1
,0
1
5
,6
7
6
,9
1
0

1
,0
1
5
,6
6
6
,8
5
7

1
0
,0
5
3

1
4
,3
7
5

健
康

保
険

組
合

3
,5
1
6
,6
9
0
,4
6
4

3
,5
1
6
,6
5
8
,0
4
1

3
2
,4
2
2

4
6
,1
1
2

政
府
（防

衛
省

の
職

員
の

給
与

等
に

関
す

る
法

律
）

1
1
,5
1
8
,2
2
7

1
1
,5
1
8
,0
2
0

2
0
6

8
2

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（感

染
症

法
：

感
染

症
結

核
）

2
,2
7
3
,1
6
5

2
,2
7
3
,1
6
3

1
1

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（生

活
保

護
法
）

1
,7
6
4
,0
0
9
,9
9
4

1
,7
6
3
,9
9
2
,3
6
8

1
7
,6
2
5

2
0
,9
0
1

政
府
（戦

傷
病

者
特

別
援

護
法
）

2
,9
4
6

2
,9
4
6

─
 

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

更
生

医
療
）

1
6
0
,9
4
0
,0
9
9

1
6
0
,9
3
9
,8
9
6

2
0
2

1
6
4

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

育
成

医
療
）

1
,6
8
1
,8
9
5

1
,6
8
1
,8
9
5

─
 

4

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法
：

療
育

の
給

付
）

3
1
6

3
1
6

─
 

─

政
府
（原

子
爆
弾
被
爆
者
に
対
す
る
援
護
に
関
す
る
法
律
）

5
,2
1
6
,8
5
6

5
,2
1
6
,8
3
5

2
1

3
8

都
道

府
県

及
び

市
（精

神
保
健
及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
）

5
,3
3
2
,7
3
9

5
,3
3
2
,7
3
9

─
 

─

都
道

府
県

及
び

市
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

精
神

通
院

医
療
）

1
9
3
,8
3
1
,2
1
8

1
9
3
,8
3
0
,1
0
6

1
,1
1
2

2
,4
9
5

都
道

府
県
（麻

薬
及

び
向

精
神

薬
取

締
法
）

─
 

─
 

─
 

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（母

子
保

健
法
）

7
,0
4
5
,0
3
1

7
,0
4
5
,0
3
1

─
 

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

療
養

介
護

医
療
）

4
,0
8
3
,9
2
6

4
,0
8
3
,9
2
6

─
 

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（残

留
邦

人
支

援
法
）

6
,1
6
8
,8
9
9

6
,1
6
8
,8
6
2

3
7

1
9

市
町

村
及

び
特

別
区
（老

人
保

健
法
）

△
 
2
,1
4
5

△
 
2
,0
9
6

△
 
4
9

1
3

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（感

染
症

法
）

1
1
9

1
1
9

─
 

─

地
方

厚
生

局
（医

療
観

察
法
）

1
6
,2
6
0
,4
9
3

1
6
,2
6
0
,4
8
1

1
2

─

都
道

府
県
（肝

炎
治

療
特

別
促

進
事

業
及

び
肝

が
ん

・
重

度
肝

硬
変

治
療

研
究

促
進

事
業
）

4
,9
3
2
,8
2
4

4
,9
3
2
,8
2
4

─
 

─

政
府
（軽

減
特

例
措

置
）

3
,8
9
3
,5
8
9

3
,8
9
3
,6
0
4

△
 
1
4

1
4
3

政
府
（老

人
被

爆
）

─
 

─
 

─
 

─

都
道

府
県
（特

定
疾

患
等
）

2
,1
0
6
,9
5
5

2
,1
0
6
,9
6
6

△
 
1
1

△
 
1

都
道

府
県

及
び

市
（児

童
福

祉
法

：
小

児
慢

性
）

2
4
,6
3
9
,5
8
7

2
4
,6
3
9
,3
2
9

2
5
8

1
0
6

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（措

置
等

医
療
）

1
0
,1
0
4
,8
9
1

1
0
,0
9
9
,7
4
0

5
,1
5
0

2
9
7

都
道

府
県
（難

病
の

患
者

に
対

す
る

医
療

等
に

関
す
る

法
律
）

8
6
,5
9
8
,4
4
1

8
6
,5
8
9
,9
3
2

8
,5
0
8

2
,3
2
5

社
会

保
険

診
療

報
酬

支
払

基
金

（特
定

Ｂ
型

肝
炎

ウ
イ

ル
ス

感
染

者
給

付
金

等
の

支
給

に
関

す
る

特
別

措
置

法
）

5
9
,9
1
7

5
9
,9
1
7

─
 

─

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構
（石

綿
に

よ
る

健
康

被
害

の
救

済
に

関
す

る
法

律
）

1
5
4
,5
3
6

1
5
4
,5
3
6

─
 

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法
：

肢
体

不
自

由
児

通
所

及
び

障
害

児
入

所
医

療
）

3
,5
2
8
,4
8
0

3
,5
2
8
,4
8
0

─
 

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（自

治
体

医
療
）

2
5
2
,4
4
2
,8
3
1

2
5
2
,4
3
9
,5
8
5

3
,2
4
6

3
,0
2
5

出
産

育
児

一
時

金
等

3
3
9
,7
1
5
,8
7
5

3
2
6
,6
9
4
,2
1
3

1
3
,0
2
1
,6
6
2

1
4
,1
3
0
,8
6
3

合
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
計

1
2
,8
5
9
,2
3
5
,7
0
2

1
2
,8
4
6
,0
7
5
,8
5
3

1
3
,1
5
9
,8
4
9

1
4
,2
9
4
,3
3
0

（
注
）
１
．
「
支
払
確
定
額
」
に
は
、
前
年
度
支
払
未
済
額
が
含
ま
れ
て
い
る
。
な
お
、
当
該
額
は
「
備
考
」
欄
に
付
記
し
た
額
で
あ
る
。

　
　
 
２
．
「
支
払
額
」
は
本
年
度
中
に
支
払
っ
た
額
で
あ
る
。
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４
　

管
掌

別
診

療
報

酬
収

入
状

況

保
　

険
　

者
　

等
　

の
　

種
　

別
請
　
求
　
額

収
　
入
　
額

収
入
未
済
額

備
　
　
　
考

千
円

千
円

千
円

千
円

委
託

金
4
8
4
,3
3
8

4
8
4
,3
3
8

─
 

─

共
済

組
合

1
8
4
,9
0
8

1
8
4
,9
0
8

─
 

─

健
康

保
険

組
合

2
9
9
,4
3
0

2
9
9
,4
3
0

─
 

─

診
療

報
酬

1
3
,0
9
1
,8
2
1
,3
3
7

1
2
,8
4
8
,1
3
8
,2
2
5

2
4
3
,6
8
3
,1
1
2

2
3
7
,4
8
8
,6
0
9

全
国

健
康

保
険

協
会
（健

康
保

険
）

5
,6
3
4
,1
3
4
,8
3
6

5
,4
0
1
,5
8
0
,8
3
6

2
3
2
,5
5
4
,0
0
0

2
2
6
,0
4
1
,0
0
0

全
国

健
康

保
険

協
会
（船

員
保

険
）

1
9
,4
6
9
,9
5
2

1
8
,6
7
7
,9
5
2

7
9
2
,0
0
0

8
3
2
,0
0
0

共
済

組
合

1
,0
1
5
,6
4
9
,3
5
3

1
,0
1
5
,6
4
9
,3
5
3

─
 

6
2

健
康

保
険

組
合

3
,5
1
6
,9
1
0
,8
4
2

3
,5
1
6
,6
2
2
,7
6
3

2
8
8
,0
7
9

2
8
9
,8
1
3

政
府
（防

衛
省

の
職

員
の

給
与

等
に

関
す

る
法

律
）

1
1
,5
1
1
,8
9
7

1
1
,5
1
1
,8
9
7

─
 

─

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（感

染
症

法
：

感
染

症
結

核
）

2
,2
6
4
,5
4
2

2
,2
6
3
,4
5
4

1
,0
8
8

1
,6
2
9

都
道
府
県
・
市
町
村
及
び
特
別
区
（生

活
保

護
法
）

1
,7
6
5
,8
1
4
,1
5
5

1
,7
6
5
,5
1
8
,2
3
0

2
9
5
,9
2
5

─

政
府
（戦

傷
病

者
特

別
援

護
法
）

2
,9
4
6

2
,9
4
6

─
 

─

都
道
府
県
・
市
町
村
及
び
特
別
区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

更
生

医
療
）

1
6
0
,9
6
7
,7
6
5

1
6
0
,9
5
5
,4
0
1

1
2
,3
6
4

1
3
,8
7
8

都
道
府
県
・
市
町
村
及
び
特
別
区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

育
成

医
療
）

1
,6
8
4
,6
8
1

1
,6
8
4
,3
6
0

3
2
1

6
9
9

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法
：

療
育

の
給

付
）

4
2
2

4
2
2

─
 

─

政
府
（原

子
爆
弾
被
爆
者
に
対
す
る
援
護
に
関
す
る
法
律
）

5
,2
1
6
,9
1
2

5
,2
1
6
,9
1
2

─
 

─

都
道

府
県

及
び

市
（精

神
保
健
及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
）

5
,3
2
7
,6
6
5

5
,3
2
5
,9
3
0

1
,7
3
4

8
,5
7
6

都
道

府
県

及
び

市
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

精
神

通
院

医
療
）

1
9
3
,9
9
8
,5
8
2

1
9
3
,9
9
8
,5
8
2

─
 

─

都
道

府
県
（麻

薬
及

び
向

精
神

薬
取

締
法
）

─
 

─
 

─
 

─

都
道
府
県
・
市
町
村
及
び
特
別
区
（母

子
保

健
法
）

7
,0
6
6
,7
7
3

7
,0
6
5
,7
0
0

1
,0
7
2

1
3
,5
6
3

都
道
府
県
・
市
町
村
及
び
特
別
区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

療
養

介
護

医
療
）

4
,0
9
3
,9
9
3

4
,0
9
3
,2
8
6

7
0
7

1
,5
3
4

都
道
府
県
・
市
町
村
及
び
特
別
区
（残

留
邦

人
支

援
法
）

6
,1
4
3
,3
6
5

6
,1
4
3
,3
6
5

─
 

0

市
町

村
及

び
特

別
区
（老

人
保

健
法
）

─
 

─
 

─
 

─

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（感

染
症

法
）

1
1
9

1
1
9

─
 

─

地
方

厚
生

局
（医

療
観

察
法
）

1
6
,2
6
0
,4
6
6

1
6
,2
6
0
,4
6
6

─
 

─

都
道

府
県
（肝

炎
治

療
特

別
促

進
事

業
及

び
肝

が
ん

・
重

度
肝

硬
変

治
療

研
究

促
進

事
業
）

4
,8
6
1
,0
7
6

4
,8
6
1
,0
7
6

─
 

─

政
府
（軽

減
特

例
措

置
）

3
,8
9
3
,4
4
6

3
,8
9
3
,4
4
6

─
 

─

政
府
（老

人
被

爆
）

─
 

─
 

─
 

─

都
道

府
県
（特

定
疾

患
等
）

2
,1
0
9
,3
0
8

2
,1
0
8
,9
7
5

3
3
3

1
6
3

都
道

府
県

及
び

市
（児

童
福

祉
法

：
小

児
慢

性
）

2
4
,7
2
8
,6
4
5

2
4
,7
2
8
,6
4
5

─
 

─

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（措

置
等

医
療
）

1
0
,1
2
1
,3
2
4

1
0
,1
2
1
,0
2
3

3
0
1

1
8

都
道

府
県
（難

病
の

患
者

に
対

す
る

医
療

等
に

関
す
る

法
律
）

8
7
,3
7
3
,6
2
9

8
7
,3
7
3
,6
2
9

─
 

─

社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金

（特
定

Ｂ
型

肝
炎

ウ
イ

ル
ス

感
染

者
給

付
金

等
の

支
給

に
関

す
る

特
別

措
置

法
）

5
9
,8
4
7

5
9
,8
4
7

─
 

─

独
立
行

政
法

人
環

境
再

生
保
全

機
構
（石

綿
に

よ
る

健
康

被
害

の
救

済
に

関
す

る
法

律
）

1
5
4
,4
3
8

1
5
4
,4
3
8

─
 

─

都
道
府
県
・
市
町
村
及
び
特
別
区
（児

童
福

祉
法
：

肢
体

不
自

由
児

通
所

及
び

障
害

児
入

所
医

療
）

3
,5
3
3
,1
8
7

3
,5
3
3
,1
8
0

7
─

都
道
府

県
・
市
町
村
及
び
特
別
区
（自

治
体

医
療
）

2
5
2
,5
9
6
,6
5
8

2
5
2
,5
9
6
,1
4
7

5
1
0

1
8
2

出
産

育
児

一
時

金
等

3
3
5
,8
7
0
,4
9
8

3
2
6
,1
3
5
,8
3
2

9
,7
3
4
,6
6
6

1
0
,2
8
5
,4
8
6

合
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
計

1
3
,0
9
2
,3
0
5
,6
7
5

1
2
,8
4
8
,6
2
2
,5
6
3

2
4
3
,6
8
3
,1
1
2

2
3
7
,4
8
8
,6
0
9

（
注
）
１
．
「
請
求
額
」
に
は
、
前
年
度
収
入
未
済
額
が
含
ま
れ
て
い
る
。
な
お
、
当
該
額
は
「
備
考
」
欄
に
付
記
し
た
額
で
あ
る
。

　
　
 
２
．
「
収
入
額
」
は
本
年
度
中
に
収
入
し
た
額
で
あ
る
。
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５
　

管
掌

別
事

務
費

収
入

状
況

保
　

険
　

者
　

等
　

の
　

種
　

別
請
　
求
　
額

収
　
入
　
額

収
入
未
済
額

千
円

千
円

千
円

全
国

健
康

保
険

協
会
（健

康
保

険
）

2
9
,9
9
6
,9
0
1

2
9
,9
9
6
,9
0
1

─

全
国

健
康

保
険

協
会
（船

員
保

険
）

8
7
,1
6
5

8
7
,1
6
5

─

共
済

組
合

6
,6
3
9
,5
9
1

6
,6
3
9
,5
9
1

─

健
康

保
険

組
合

2
2
,4
3
0
,0
6
1

2
2
,4
3
0
,0
5
5

6

政
府
（防

衛
省

の
職

員
の

給
与

等
に

関
す

る
法

律
）

6
3
,1
4
7

6
3
,1
4
7

─

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（感

染
症

法
：

感
染

症
結

核
）

5
,9
2
7

5
,9
2
7

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（生

活
保

護
法
）

2
,9
9
1
,0
3
7

2
,9
5
7
,4
6
7

3
3
,5
7
0

政
府
（戦

傷
病

者
特

別
援

護
法
）

2
2

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

更
生

医
療
）

7
7
,7
0
6

7
7
,7
0
6

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

育
成

医
療
）

6
,4
9
2

6
,4
9
2

─

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法
：

療
育

の
給

付
）

0
0

─

政
府
（原

子
爆

弾
被

爆
者

に
対

す
る

援
護

に
関

す
る

法
律
）

1
6
,2
0
1

1
6
,2
0
1

─

都
道

府
県

及
び

市
（精

神
保

健
及

び
精

神
障

害
者

福
祉

に
関

す
る

法
律
）

1
,1
7
5

1
,1
7
5

─

都
道

府
県

及
び

市
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

精
神

通
院

医
療
）

1
,2
6
2
,1
1
8

1
,2
6
2
,1
1
8

─

都
道

府
県
（麻

薬
及

び
向

精
神

薬
取

締
法
）

─
 

─
 

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（母

子
保

健
法
）

4
,8
0
7

4
,8
0
7

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

療
養

介
護

医
療
）

2
,8
6
4

2
,8
6
4

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（残

留
邦

人
支

援
法
）

1
3
,6
0
3

1
3
,5
0
9

9
4

市
町

村
及

び
特

別
区
（老

人
保

健
法
）

─
 

─
 

─

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（感

染
症

法
）

0
0

─

地
方

厚
生

局
（医

療
観

察
法
）

1
,7
8
0

1
,7
8
0

─

都
道

府
県
（肝

炎
治

療
特

別
促

進
事

業
及

び
肝

が
ん

・
重

度
肝

硬
変

治
療

研
究

促
進

事
業
）

1
2
,9
9
3

1
2
,9
2
6

6
7

政
府
（老

人
被

爆
）

─
 

─
 

─

都
道

府
県
（特

定
疾

患
等
）

2
4
,8
4
5

2
4
,8
4
5

─

都
道

府
県

及
び

市
（小

児
慢

性
）

8
0
,7
9
1

8
0
,7
9
1

─

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（措

置
等

医
療
）

3
9
,8
7
8

3
9
,7
0
0

1
7
7

都
道

府
県
（難

病
の

患
者

に
対

す
る

医
療

等
に

関
す

る
法

律
）

3
2
9
,7
1
9

3
2
9
,7
1
9

─

社
会

保
険

診
療

報
酬

支
払

基
金

（特
定

Ｂ
型

肝
炎

ウ
イ

ル
ス

感
染

者
給

付
金

等
の

支
給

に
関

す
る

特
別

措
置

法
）

9
0
0

9
0
0

─

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構
（石

綿
に

よ
る

健
康

被
害

の
救

済
に

関
す

る
法

律
）

2
6
1

2
6
1

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法
：

肢
体

不
自

由
児

通
所

及
び

障
害

児
入

所
医

療
）

3
,5
6
0

3
,5
6
0

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（自

治
体

医
療
）

8
,0
6
8
,2
5
2

8
,0
0
0
,0
2
1

6
8
,2
3
1

合
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
計

7
2
,1
6
1
,7
9
2

7
2
,0
5
9
,6
4
4

1
0
2
,1
4
8

（
注
）
　
「
収
入
額
」
は
本
年
度
中
に
請
求
し
収
入
し
た
額
で
あ
る
。
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6　事業費収支状況

収　　　入 13,097,884,503 千円

支　　　払 12,846,075,853 千円

差　　　引 251,808,650 千円
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収
　
　
　
　
　
　
入

科
　
　
　
　
　
　
目

請
　
求
　
額

収
　
入
　
額

収
入
未
済
額

備
　
　
　
考

千
円

千
円

千
円

千
円

１
．
委

託
金

及
び

診
療

報
酬

収
入
　
　

1
3
,0
9
2
,3
0
5
,6
7
5

1
2
,8
4
8
,6
2
2
,5
6
3

2
4
3
,6
8
3
,1
1
2

2
3
7
,4
8
8
,6
0
9

　
１
．
委

託
金

収
入
　

4
8
4
,3
3
8

4
8
4
,3
3
8

─
 

─
　
　
１
．
共

済
組

合
委

託
金

収
入

1
8
4
,9
0
8

1
8
4
,9
0
8

─
 

─
　
　
２
．
健

保
組

合
委

託
金

収
入

2
9
9
,4
3
0

2
9
9
,4
3
0

─
 

─
　
２
．
診

療
報

酬
収

入
　

1
3
,0
9
1
,8
2
1
,3
3
7

1
2
,8
4
8
,1
3
8
,2
2
5

2
4
3
,6
8
3
,1
1
2

2
3
7
,4
8
8
,6
0
9

　
　
１
．
協

会
け

ん
ぽ

診
療

報
酬

収
入

5
,6
3
4
,1
3
4
,8
3
6

5
,4
0
1
,5
8
0
,8
3
6

2
3
2
,5
5
4
,0
0
0

2
2
6
,0
4
1
,0
0
0

　
　
２
．
船

員
保

険
診

療
報

酬
収

入
1
9
,4
6
9
,9
5
2

1
8
,6
7
7
,9
5
2

7
9
2
,0
0
0

8
3
2
,0
0
0

　
　
３
．
共

済
組

合
診

療
報

酬
収

入
1
,0
1
5
,6
4
9
,3
5
3

1
,0
1
5
,6
4
9
,3
5
3

─
 

6
2

　
　
４
．
健

保
組

合
診

療
報

酬
収

入
3
,5
1
6
,9
1
0
,8
4
2

3
,5
1
6
,6
2
2
,7
6
3

2
8
8
,0
7
9

2
8
9
,8
1
3

　
　
５
．
自

衛
官

等
診

療
報

酬
収

入
1
1
,5
1
1
,8
9
7

1
1
,5
1
1
,8
9
7

─
 

─
　
　
６
．
感

染
症

結
核

診
療

報
酬

収
入

2
,2
6
4
,5
4
2

2
,2
6
3
,4
5
4

1
,0
8
8

1
,6
2
9

　
　
７
．
生

活
保

護
診

療
報

酬
収

入
1
,7
6
5
,8
1
4
,1
5
5

1
,7
6
5
,5
1
8
,2
3
0

2
9
5
,9
2
5

─
　
　
８
．
戦

傷
病

者
診

療
報

酬
収

入
2
,9
4
6

2
,9
4
6

─
 

─
　
　
９
．

自
立
支
援
更
生
医
療
診
療
報
酬
収
入

1
6
0
,9
6
7
,7
6
5

1
6
0
,9
5
5
,4
0
1

1
2
,3
6
4

1
3
,8
7
8

　
　
1
0
．

自
立
支
援
育
成
医
療
診
療
報
酬
収
入

1
,6
8
4
,6
8
1

1
,6
8
4
,3
6
0

3
2
1

6
9
9

　
　
1
1
．

児
童
福
祉
療
育
給
付
診
療
報
酬
収
入

4
2
2

4
2
2

─
 

─
　
　
1
2
．
原

爆
医

療
診

療
報

酬
収

入
5
,2
1
6
,9
1
2

5
,2
1
6
,9
1
2

─
 

─
　
　
1
3
．
精

神
保

健
診

療
報

酬
収

入
5
,3
2
7
,6
6
5

5
,3
2
5
,9
3
0

1
,7
3
4

8
,5
7
6

　
　
1
4
．

自
立
支
援
精
神
通
院
医
療
診
療
報
酬
収
入

1
9
3
,9
9
8
,5
8
2

1
9
3
,9
9
8
,5
8
2

─
 

─
　
　
1
5
．
麻

薬
取

締
診

療
報

酬
収

入
─
 

─
 

─
 

─
　
　
1
6
．
母

子
保

健
診

療
報

酬
収

入
7
,0
6
6
,7
7
3

7
,0
6
5
,7
0
0

1
,0
7
2

1
3
,5
6
3

　
　
1
7
．

自
立
支
援
療
養
介
護
医
療
診
療
報
酬
収
入

4
,0
9
3
,9
9
3

4
,0
9
3
,2
8
6

7
0
7

1
,5
3
4

　
　
1
8
．
中

国
残

留
診

療
報

酬
収

入
6
,1
4
3
,3
6
5

6
,1
4
3
,3
6
5

─
 

0
　
　
1
9
．
老

人
保

健
診

療
報

酬
収

入
─
 

─
 

─
 

─
　
　
2
0
．
感

染
症

診
療

報
酬

収
入

1
1
9

1
1
9

─
 

─
　
　
2
1
．
医

療
観

察
診

療
報

酬
収

入
1
6
,2
6
0
,4
6
6

1
6
,2
6
0
,4
6
6

─
 

─
　
　
2
2
．
肝

炎
等

診
療

報
酬

収
入

4
,8
6
1
,0
7
6

4
,8
6
1
,0
7
6

─
 

─
　
　
2
3
．
特

例
高

齢
者

診
療

報
酬

収
入

3
,8
9
3
,4
4
6

3
,8
9
3
,4
4
6

─
 

─
　
　
2
4
．
老

人
被

爆
診

療
報

酬
収

入
─
 

─
 

─
 

─
　
　
2
5
．
特

定
疾

患
等

診
療

報
酬

収
入

2
,1
0
9
,3
0
8

2
,1
0
8
,9
7
5

3
3
3
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1
8
1
,1
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9
,1
6
9

1
8
1
,1
9
9
,1
6
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─
 

─
３
．
事

務
費

補
填

受
入

金
　
　

─
 

─
 

─
 

─
　
１
．
事

務
費

か
ら

の
補

填
受

入
金
　

─
 

─
 

─
 

─
計

1
3
,3
2
8
,5
4
2
,6
3
3

1
3
,0
8
4
,8
5
9
,5
2
0

2
4
3
,6
8
3
,1
1
2

2
3
7
,4
8
8
,6
0
9

仮
　
　
受
　
　
金

─
 

1
3
,0
2
4
,9
8
2

─
 

─
　
１
．
一

般
仮

受
金
　

─
 

1
0
4
,2
2
6

─
 

─
　
２
．
源

泉
徴

収
税

額
　

─
 

1
2
,9
2
0
,7
5
6

─
 

─
収
　
　
入
　
　
合
　
　
計

─
 

1
3
,0
9
7
,8
8
4
,5
0
3

─
 

─

（
注
）
１
．
委
託
金
及
び
診
療
報
酬
収
入
は
、
「
４
管
掌
別
診
療
報
酬
収
入
状
況
」
と
同
じ
で
あ
る
。

　
　
 
２
．
委
託
金
及
び
診
療
報
酬
収
入
の
請
求
額
に
は
、
前
年
度
収
入
未
済
額
が
含
ま
れ
て
い
る
。
な
お
、
当
該
額
は
備
考
欄
に
付
記
し
た
額
で
あ
る
。

　
　
 
３
．
源
泉
徴
収
税
額
は
、
所
得
税
源
泉
徴
収
額
の
う
ち
未
納
付
額
で
あ
る
。



─ 13─

支
　
　
　
　
　
　
払

科
　
　
　
　
　
　
　
目

支
払
確
定
額

支
　
払
　
額

支
払
未
済
額

備
　
　
　
考

千
円

千
円

千
円

千
円

１
．
診

療
報

酬
支

払
　

1
2
,8
5
9
,2
3
5
,7
0
2

1
2
,8
4
6
,0
7
5
,8
5
3

1
3
,1
5
9
,8
4
9

1
4
,2
9
4
,3
3
0

　
１
．
協

会
け

ん
ぽ

診
療

報
酬

支
払

5
,4
0
1
,6
4
8
,5
4
5

5
,4
0
1
,5
8
9
,2
6
3

5
9
,2
8
2

7
3
,1
6
1

　
２
．
船

員
保

険
診

療
報

酬
支

払
1
8
,6
7
8
,0
6
5

1
8
,6
7
7
,9
4
4

1
2
0

2
0
0

　
３
．
共

済
組

合
診

療
報

酬
支

払
1
,0
1
5
,6
7
6
,9
1
0

1
,0
1
5
,6
6
6
,8
5
7

1
0
,0
5
3

1
4
,3
7
5

　
４
．
健

保
組

合
診

療
報

酬
支

払
3
,5
1
6
,6
9
0
,4
6
4

3
,5
1
6
,6
5
8
,0
4
1

3
2
,4
2
2

4
6
,1
1
2

　
５
．
自

衛
官

等
診

療
報

酬
支

払
1
1
,5
1
8
,2
2
7

1
1
,5
1
8
,0
2
0

2
0
6

8
2

　
６
．
感

染
症

結
核

診
療

報
酬

支
払

2
,2
7
3
,1
6
5

2
,2
7
3
,1
6
3

1
1

　
７
．
生

活
保

護
診

療
報

酬
支

払
1
,7
6
4
,0
0
9
,9
9
4

1
,7
6
3
,9
9
2
,3
6
8

1
7
,6
2
5

2
0
,9
0
1

　
８
．
戦

傷
病

者
診

療
報

酬
支

払
2
,9
4
6

2
,9
4
6

─
 

─

　
９
．

自
立

支
援

更
生

医
療

診
療

報
酬

支
払

1
6
0
,9
4
0
,0
9
9

1
6
0
,9
3
9
,8
9
6

2
0
2

1
6
4

　
1
0
．

自
立

支
援

育
成

医
療

診
療

報
酬

支
払

1
,6
8
1
,8
9
5

1
,6
8
1
,8
9
5

─
 

4

　
1
1
．

児
童

福
祉

療
育

給
付

診
療

報
酬

支
払

3
1
6

3
1
6

─
 

─

　
1
2
．
原

爆
医

療
診

療
報

酬
支

払
5
,2
1
6
,8
5
6

5
,2
1
6
,8
3
5

2
1

3
8

　
1
3
．
精

神
保

健
診

療
報

酬
支

払
5
,3
3
2
,7
3
9

5
,3
3
2
,7
3
9

─
 

─

　
1
4
．

自
立

支
援

精
神

通
院

医
療

診
療

報
酬

支
払

1
9
3
,8
3
1
,2
1
8

1
9
3
,8
3
0
,1
0
6

1
,1
1
2

2
,4
9
5

　
1
5
．
麻

薬
取

締
診

療
報

酬
支

払
─
 

─
 

─
 

─

　
1
6
．
母

子
保

健
診

療
報

酬
支

払
7
,0
4
5
,0
3
1

7
,0
4
5
,0
3
1

─
 

─

　
1
7
．

自
立

支
援

療
養

介
護

医
療

診
療

報
酬

支
払

4
,0
8
3
,9
2
6

4
,0
8
3
,9
2
6

─
 

─

　
1
8
．
中

国
残

留
診

療
報

酬
支

払
6
,1
6
8
,8
9
9

6
,1
6
8
,8
6
2

3
7

1
9

　
1
9
．
老

人
保

健
診

療
報

酬
支

払
△
 
2
,1
4
5

△
 
2
,0
9
6

△
 
4
9

1
3

　
2
0
．
感

染
症

診
療

報
酬

支
払

1
1
9

1
1
9

─
 

─

　
2
1
．
医

療
観

察
診

療
報

酬
支

払
1
6
,2
6
0
,4
9
3

1
6
,2
6
0
,4
8
1

1
2

─

　
2
2
．
肝

炎
等

診
療

報
酬

支
払

4
,9
3
2
,8
2
4

4
,9
3
2
,8
2
4

─
 

─

　
2
3
．
特

例
高

齢
者

診
療

報
酬

支
払

3
,8
9
3
,5
8
9

3
,8
9
3
,6
0
4

△
 
1
4

1
4
3

　
2
4
．
老

人
被

爆
診

療
報

酬
支

払
─
 

─
 

─
 

─

　
2
5
．
特

定
疾

患
等

診
療

報
酬

支
払

2
,1
0
6
,9
5
5

2
,1
0
6
,9
6
6

△
 
1
1

△
 
1

　
2
6
．
小

児
慢

性
診

療
報

酬
支

払
2
4
,6
3
9
,5
8
7

2
4
,6
3
9
,3
2
9

2
5
8

1
0
6

　
2
7
．
措

置
等

医
療

診
療

報
酬

支
払

1
0
,1
0
4
,8
9
1

1
0
,0
9
9
,7
4
0

5
,1
5
0

2
9
7

　
2
8
．
難

病
医

療
診

療
報

酬
支

払
8
6
,5
9
8
,4
4
1

8
6
,5
8
9
,9
3
2

8
,5
0
8

2
,3
2
5

　
2
9
．
特

定
Ｂ

型
肝

炎
診

療
報

酬
支

払
5
9
,9
1
7

5
9
,9
1
7

─
 

─

　
3
0
．
石

綿
救

済
診

療
報

酬
支

払
1
5
4
,5
3
6

1
5
4
,5
3
6

─
 

─

　
3
1
．

児
童
福
祉
障
害
児
入
所
医
療
等
診
療
報
酬
支
払

3
,5
2
8
,4
8
0

3
,5
2
8
,4
8
0

─
 

─

　
3
2
．
自

治
体

医
療

診
療

報
酬

支
払

2
5
2
,4
4
2
,8
3
1

2
5
2
,4
3
9
,5
8
5

3
,2
4
6

3
,0
2
5

　
3
3
．
出

産
育

児
一

時
金

等
支

払
3
3
9
,7
1
5
,8
7
5

3
2
6
,6
9
4
,2
1
3

1
3
,0
2
1
,6
6
2

1
4
,1
3
0
,8
6
3

２
．
事

務
費

補
填

受
入

金
払

出
　

─
 

─
 

─
 

─

　
１
．
事

務
費

か
ら

の
補

填
受

入
金

払
出

─
 

─
 

─
 

─

支
　
　
払
　
　
合
　
　
計

1
2
,8
5
9
,2
3
5
,7
0
2

1
2
,8
4
6
,0
7
5
,8
5
3

1
3
,1
5
9
,8
4
9

1
4
,2
9
4
,3
3
0

（
注
）
１
．
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療
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酬
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３
管
掌
別
診
療
報
酬
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況
」
と
同
じ
で
あ
る
。

　
　
 
２
．
診
療
報
酬
支
払
の
支
払
確
定
額
に
は
、
前
年
度
支
払
未
済
額
が
含
ま
れ
て
い
る
。
な
お
、
当
該
額
は
備
考
欄
に
付
記
し
た
額
で
あ
る
。
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７　平成 30事業年度における事業の実施状況

　第１　平成 30事業年度における事業の概況

　�○�　我が国の医療保険制度は、急速な高齢化の進行や医療の高度化等により医療費は増大
を続けており、医療保険制度の持続可能性が問われる中で、診療報酬の審査支払の分野
においても、ＩＣＴを最大限活用して、これまで以上に効率的な事業運営と業務品質の
向上を追求することが求められている。

� �
　○��　こうした状況の中、社会保険診療報酬支払基金（以下「支払基金」という。）は平成
29年 7月、厚生労働省とともに「支払基金業務効率化・高度化計画・工程表」（以下「業
務効率化・高度化計画・工程表」という。）を策定、また、平成 30年 3月には改革項目
を着実に実行するための「審査支払機関改革における支払基金での今後の取組」を公表
した。

　○�　審査プロセスの効率化・高度化を図るための審査支払新システムの構築、より公正な
審査の実現に向けた審査基準の統一化及び組織の在り方を見直すための支部機能の集約
化等、業務の効率化・高度化に向け、16の改革項目を着実に取り組むとともに、人材育成・
組織強化に関する取組についても進めているところである。

　○�　平成 30年度の事業運営においては、改革項目の中で「平成 30年度に実施すべき取組」
の着実な実施を図り、また、改革の方向性を踏まえつつ、「適切な審査を効率よく実施す
る」という基本姿勢に基づき、「従前より進めている取組」を精力的に進めた。

　○�　平成 30年 12 月に発生した平成 31年度介護納付金に係る基礎数値誤りにより、医療
保険者の介護納付金が予算を上回り、資金繰りに支障を生じさせる事態を招くことと
なった。この事態を踏まえ、平成 31年 3月 18 日開催の理事会に報告後、3月 20 日に
事実関係の確認と再発防止策の策定を目的に内部調査チームを設置した。

　　�　調査チームでは、事案の経過等について調査整理の上、以下の再発防止策を策定し、
平成 31年 4月 22 日の理事会に報告、同日の定例記者会見で公表し、引き続き進捗状況
について理事会報告・公表を行うこととした。

　　①�　幹部までの迅速な情報伝達・共有及び幹部による迅速的確な判断・指示を行う体制
として、理事長直轄の「リスク管理委員会」を常設機関として設置

　　②�　事故発生時に幹部役職員がトップダウンで緊急対応の要否を判断できるよう、理事
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長以下全常勤役員及び全審議役あての事故報告専用一斉同報メールシステムの構築
　　③�　外部弁護士と連携した内部通報制度の対象事案として、新たにコンプライアンス全

般に関連する通報相談を追加
　　④�　既にＰＴで進めている組織風土改革の取組の重点課題として、「悪い情報ほどすぐ

に共有されるような風通しのよい職場環境の構築」を追加
　　⑤�　内部監査の重点項目として、「事故に対する対応態勢の確認」を設定し、事故発生

時の速やかな報告、正確な事実把握、適切な原因分析・再発防止策の策定と確実な実
施等について、重点的に検証

　　⑥�　他の同種業務も含め、作業ミス防止のための作業分担の見直し及びダブルチェック
が機能するマニュアルの精緻化

　　⑦�　年間作業スケジュールの共有や事務局レベルの打ち合わせ会の実施等、支払基金と
厚生労働省の担当者との連携強化

　 第２　支払基金改革関連

　�　平成 30年度においては「業務効率化・高度化計画・工程表」に掲げる項目に関し、「審
査支払機関改革における支払基金での今後の取組」に則り、着実な実施を図ったところで
あり、主な取組に係る実施状況は以下の通りである。
　�　なお、「業務効率化・高度化計画・工程表」に掲げる項目との関係については別表（P38）
に整理した。

　１　審査プロセスの効率化・高度化の推進
　　⑴　審査支払新システムの構築
　　　�　業務単位（「受付」・「審査」・「支払」）に分離調達を実施し、内閣官房ＩＴ総合戦略

室と連携の上、手続きを進め、平成 30年 4月に「受付システム（受付領域）」、平成
31年 2月に「基盤設計・運用設計」、平成 31年 3月に「工程管理支援（後期）」の開
発事業者が決定した。（「工程管理支援（前期）」については、平成 30年 3月に決定済。）

　　　�　また、審査委員の審査判断への支援等に係るＡＩの有用な活用方法として、目視が
不要なレセプトの選定や振分けの手法等の活用を目的に調査研究事業を実施した。

� 【工程表項目⑴　審査支払新システムの構築】

　　⑵　コンピュータチェックに適したレセプト様式の見直し等
　　　�　レセプト摘要欄の定性的な記載項目については、コンピュータによるチェックが可

能となることを目的に、レセプト摘要欄の記載項目 562 項目のうち、平成 30年度診
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療報酬改定において 124 項目 538 コードが選択式記載項目として措置され、このう
ち 364 コードについて、平成 30年 11 月（10月診療分）からコンピュータチェック
を実施した。

　　　�　選択式記載項目が措置されていない残る 438 項目については、コンピュータチェッ
クが可能なものを精査の上、令和 2年度の診療報酬改定に係る要望事項として厚生労
働省に提出した。

� 【工程表項目⑶　コンピュータチェックに適したレセプト様式の見直し等】

　　⑶　コンピュータチェックルールの公開
　　　�　審査の透明性の更なる向上に努め、保険医療機関等からの適正なレセプト提出の促

進及び支払基金における審査業務の効率化につなげることを目的として、平成 30年
3 月にコンピュータチェックルールの公開基準を公表するとともに、コンピュータ
チェックルール 86,219 事例を公開した。

　　　�　また、公開済みのコンピュータチェックルールのうち、平成 30年度診療報酬改定
に伴い、新規 3,595 事例、変更 7,782 事例、廃止 11,678 事例（マスター廃止による
ものを含む。）の合計 23,055 事例のコンピュータチェックルールについて、平成 31
年 1月に更新しホームページに公開した。（平成 31年 1月 29 日現在 89,814 事例）

� 【工程表項目⑷　コンピュータチェックルールの公開】

　　⑷　返戻査定理由の明確化
　　　�　保険医療機関等からの適正なレセプト提出の実現及び保険者からの再審査請求減少

に寄与するための施策として、審査結果理由の明確化に取り組んだ。
　　　�　具体的には、審査結果理由の記載割合の拡大を図るため、原審査における審査結果

理由（査定）の記載割合を向上させる施策を進め、平成 29年 4月に設定した当初目
標（令和 2年度に 80％）を平成 30 年度に前倒しで設定。平成 30 年 10 月審査分で
目標の 80％を達成、平成 31年 3月審査分で 85.3％となった。

　　　�　また、保険者に対する再審査における審査結果理由（原審どおり）の充実については、
平成30年10月審査分で目標の60％を達成、平成31年3月審査分で71.8％となった。

� 【工程表項目⑸　返戻査定理由の明確化】

　　⑸　高額医薬品等の注意付せんの廃止
　　　�　高額注意付せんが付くコンピュータチェックルールについては、平成 29 年 12 月

審査及び平成 30年 1月審査において試行的に中止した。
　　　�　試行的中止による原審査実績を検証した結果、前年同期間比の入院外分で査定点数
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が減少したが、入院分では増加し、原審査全体では実績を維持したことから平成 30
年 4月から廃止した。

　　　�　また、当該注意付せんの廃止に係る再審査結果を検証した結果、高額注意付せんの
対象であった項目における再審査査定の増加が見受けられたことから、代替するコン
ピュータチェックの検討を行うこととした。

� � � 【工程表項目⑺　既存のコンピュータチェックルールの見直し】

　　⑹　統一的・客観的なコンピュータチェックルールの設定
　　　�　本部コンピュータチェックの設定がない原審査及び再審査査定のうち、過去一年間

（平成 29年 9月～平成 30年 8月）、全支部において一定数以上（計 1,000 箇所以上）
の査定が発生している診療行為及び医薬品等や本部チェックを実施すべき事例（本部
集約や意見要望等を含む）を対象に査定理由等の分析を行い、コンピュータチェック
小委員会での検討を行った。

　　　�　その結果、平成 30年度は 12診療行為を検討し、レセプトコメント欄に記載された
コメントコードを活用した新たなコンピュータチェックも含め、本部コンピュータ
チェックについて実施可能と判断された8診療行為について本部コンピュータチェッ
クを設定した。� 【工程表項目⑻　統一的なコンピュータチェックルールの設定】

　２　より公平な審査の実現に向けた審査基準の統一化
　　⑴　支部独自に設定されたチェックルールの見直し
　　　�　支部独自に設定されたコンピュータチェックルールを見直すこととし、各支部での

設定事例の事前整理（重複確認、有効性検証等）を実施の上、支部設定ルールの廃止
や本部ルールへの移行等に係る取扱基準を平成 29 年度に策定し、平成 30 年 4月に
支部に周知した。

　　　�　この結果、支部独自に設定されたコンピュータチェックルールが、平成 29年 10 月
時点での約 14万件から、平成 31年 2月時点で約 5万 1千件まで減少した。

　　　�　なお、令和元年9月までに既存の支部点検条件を約2万件まで減少させるとともに、
令和 3年 9月の審査支払新システム稼働時までに既存支部点検条件の集約を完了す
る予定としている。　【工程表項目⑺　既存のコンピュータチェックルールの見直し】

　　⑵　審査の一般的な取扱いの公表等
　　　�　平成 30 年度においては、審査の一般的な取扱いの基となる「一定の見解」を 26

事例作成し、令和元年度の公表に向け、関係団体と調整中である。
� 【工程表項目⑼　審査基準の統一化】
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　　⑶　本部審査の拡大等
　　　�　平成 30 年 10 月に特別審査委員会の対象レセプトの拡大が厚生労働省告示で示さ

れたことから、11月審査分から対応した。
　　�　　なお、変更内容は次のとおりである。
　　　ア�　医科の合計点数（心・脈管に係る手術を含む診療に係るものについては特定治療

材料に係る点数を除いた合計点数）「40万点以上」から「38万点以上」に引き下げ。
　　　イ　肺移植、心移植、肝移植手術に係る手術を含む診療に係るもの。
� 【工程表項目⒀　本部審査の拡大等】

　　⑷　審査におけるウェブ会議方式の活用等
　　　�　専門医の少ない地域における特定の診療科のレセプト審査について、平成 31 年 1

月から同時に複数箇所のウェブ会議方式を活用した協議ができるよう拠点数を拡大
し、平成 31年 3月にはウェブ会議の協議の仕組みを抜本的に見直した。

　　　�　具体的には全国の審査委員会が専門医をあらかじめ登録するとともに、当該専門医
の在席状況をリアルタイムで把握し、必要な時に迅速な協議ができる仕組みを整備し
た。� 【工程表項目⑾　審査委員会の在り方の見直し】

　　⑸　自動的なレポーティング機能の導入
　　　�　審査結果の差異を効率的に分析する手法を検討するため、原審査時の審査状況につ

いて、契機・履歴別に審査結果を分析し、その要因がどのような工程に起因している
かなどの分析を行った。また、再審査の申出内容や審査結果等について審査データの
分析を行った。� 【工程表項目⑽　自動的なレポーティング機能の導入】

　３　支部組織の集約化など、支払基金の組織の在り方の見直し
　　�　円滑な審査・支払業務の実施と両立できる集約化の在り方（集約可能な機能の範囲、
集約化の方法、集約化に伴う業務の在り方等）を検証するためのモデル（実証）事業を、
平成 30年 6月から 1か所あたり 2か月間、3つのエリア（第 1組目：宮城・福島、第
2組目：福岡・佐賀・熊本、第 3組目：大阪・滋賀・京都・奈良）で実施した。

　　�　平成30年9月末に中間報告を行い、同年12月末に実施結果を検証の上、支払基金ホー
ムページに公表した。� 【工程表項目⒁　支部組織の見直し】

　４　その他の支払基金改革の取組
　　⑴　手数料体系の見直し
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　　　�　レセプトの振分機能を実装した審査支払新システムの稼働による審査業務の効率化
を踏まえた、新たな手数料体系の見直しについて検討し、保険者団体との継続的な協
議を進めることとした。� 【工程表項目⑵　審査手数料の設定の在り方の見直し】

　　⑵　レセプト請求（再審査請求を含む）の電子化等
　　　�　オンラインによる再審査請求未実施の保険者等のうち、279 保険者等へ個別訪問懇

談等を実施し、原因の聞き取りの上、協力要請を行った。
　　　�　また、新たにオンラインによる再審査等請求を実施した 2保険者への個別訪問懇談

を実施し、次年度の働きかけの参考とするため、実施後の状況の聴取を行った。
　　　�　更に、オンラインによる再審査請求未実施の健保組合を対象とした保険者団体主催

の「オンラインによる再審査等請求推進にかかる説明会」（大阪会場：162 組合、東
京会場：407 組合参加）において、関係者に対する働きかけを実施した。

� 【工程表項目⒂　業務棚卸し等による効率化の推進】

　 第３　従前より進めている取組

　�１　審査
　　�　原審査の更なる充実や審査結果に関する説明責任等、審査の信頼性の向上に取り組む
とともに、保険者をはじめとする関係者から要請が多い審査に係る差異の解消に向け、
以下の取組を行った。

　　�　また、審査に関する現行の各種会議体については、今後、「業務効率化・高度化計画・
工程表」に掲げる改革項目の実行に当たり、審査委員会に求められる機能を踏まえつつ、
支払基金の審査の運営に関する迅速な検討体制の構築に向け、18あった会議体を 12の
会議体に再編した。

　　⑴　審査に係る差異解消のための取組
　　　ア　「一定の見解」の策定等
　　　　�　審査充実全体会議（各小委員会含む）において「一定の見解」（案）30事例につ

いて検討し、全支部の了承が得られた 26事例について「一定の見解」を作成した。
� 【第２- ２- ⑵　審査の一般的な取扱いの公表等】
　　　　ａ　支払基金における審査の一般的な取扱い（医科）の公表
　　　　　�　作成した「一定の見解」の事例については、「支払基金における審査の一般的

な取扱い（医科）」として随時、公表することとしている。
　　　　　�　平成 30 年度は、支払基金における審査の一般的な取扱いの公表に関する検討
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委員会において、平成 29年度に作成した「一定の見解」8事例について、公表の
可否を含めた検討を行い、平成 30年度に作成した「一定の見解」26事例と併せ
て、令和元年度の公表に向け、現在も関係団体と調整中である。

　　　　ｂ　審査上の取扱いに関する検討会（歯科）の取組
　　　　　�　審査に関する支部間差異解消のための歯科検討委員会、審査情報提供歯科検討

委員会での協議を経て、3事例を公表した。
　　　イ　審査の機能強化に向けた取組
　　　　�　審査に係る差異解消に向けて、審査委員会の機能を強化するため、引き続き次の

取組を実施した。
　　　　ａ　専門分野別ワーキンググループ
　　　　　�　審査に関する疑義に迅速に対応するため、専門分野別専門医グループ（ワーキ

ンググループ）において 1事例の協議を行った。
　　　　ｂ　審査委員間の審査照会
　　　　　�　専門診療科の審査委員が不在である診療科に属するレセプトについて、審査委

員間の審査照会（コンサルティング）を 4事例実施した。
　　　　　　また、本機能と併せてウェブ会議を活用した審査照会の体制を構築した。
� 【第２- ２- ⑷　審査におけるウェブ会議方式の活用等】
　　　　ｃ　医療顧問
　　　　　�　医療顧問の役割が増大していることを踏まえ、医療顧問の全国の雇用数を平成

29年度末の 129 名から、平成 31年 3月末で 135 名に拡大した。
　　　　ｄ　審査に関する苦情等相談窓口
　　　　　�　審査に関する苦情相談窓口に寄せられた審査に関する相談等、平成 30年度中

に 111 事例（医科 88、歯科 20、調剤 3）を受け付け、平成 30年度内に、83事
例（医科 62、歯科 18、調剤 3）について回答した。

　　　ウ　審査の差異に関する分析評価
　　　　�　審査に関する支部間差異解消のための中央検討委員会で検討対象となった 1,078

事例について、「審査取決事項の事例に関する小委員会」において、集約する事例、
見直しが必要な事例等に分類し、51事例について検討・協議を行った。

　　　　�　その結果、支部取扱いが収れんされた 2事例について、一定の見解を作成し、審
査の差異の解消を図った。

　　⑵　コンピュータチェック等の活用による審査
　　　�　審査をより効率的・効果的に実施するため、次の方策に取り組んだ。
　　　ア　突合・縦覧点検
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　　　　ａ　突合点検
　　　　　�　平成 29年 3月に氏名及び生活保護の受給者番号を紐付け項目から除外し、従

前より 10％以上紐付け率が向上している。現行、97％以上の紐付け率を達成で
きている要因効果を踏まえ、更なる突合点検の充実に取り組んだ。

　　　　ｂ　縦覧点検
　　　　　�　縦覧情報として蓄積した過去レセプトの査定情報等を診療行為、医薬品、特定

器材及び傷病名単位で抽出できる機能を活用し、更なる縦覧点検の充実に取り組
んだ。

　　　イ　ＤＰＣレセプトの審査の充実
　　　　�　診断群分類番号に着目した審査事務の充実を図るため、「ＤＰＣレセプトの審査

事務に係る補助ツール」等を活用し、リストアップされたレセプトについて、診断
群分類番号の確認及び出来高レセプトで請求すべきか否かの確認を実施した。

　　　　�　また、職員の審査事務能力向上を図るため、ＤＰＣ対象病院から請求される入院
レセプトに関する中央研修を実施した。

　　⑶　審査に関する更なる信頼性の向上
　　　ア　保険者及び医療機関等に対する説明責任の履行
　　　　�　保険医療機関等からの適正なレセプト提出の実現及び保険者からの再審査請求減

少に寄与するための審査結果の説明について、引き続き次の方策を行った。
　　　　ａ　審査結果に関する的確な説明の実施
　　　　　�　審査結果の具体的な理由を文章により連絡する「審査結果連絡機能」を活用し、

当該連絡の拡充を図り、関係者に対する審査結果の的確な説明に努めた。
　　　　　�　保険者団体及び診療担当者団体との打合せ会については、平成 30年度に支部

平均 4回実施し、審査結果に関する説明を行った。
　　　　　�　また、中央研修の審査実務研修（医科 3回・ＤＰＣ 2回・歯科 2回・調剤 2回）

において、審査結果の照会に対して的確な説明を行うための研修を実施し、説明
能力の向上に努めた。� 【第２- １- ⑷　返戻査定理由の明確化】

　　　　ｂ　審査委員長会議における検討協議結果の公表等
　　　　　ⅰ　審査委員長会議における検討協議結果の公表
　　　　　　�　審査の透明性の更なる向上等を図るため、審査委員長会議の検討協議結果に

ついて支払基金ホームページに掲載した。
　　　　　ⅱ　審査充実全体会議における検討協議結果の情報提供
　　　　　　�　審査充実全体会議（各小委員会含む）において「一定の見解」（案）30事例

について検討し、全支部の了承が得られた 26事例について「一定の見解」を
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作成した。現在も関係団体と調整中である。
　　　　　ⅲ�　支払基金における審査の一般的な取扱い（医科）の公表及びコンピュータ

チェック（医科・歯科・調剤）の公開
　　　　　　�　支払基金における審査の一般的な取扱いの公表に関する検討委員会におい

て、平成 29年度に作成した「一定の見解」8事例について検討を行い、令和元
年度の公表に向け、関係団体と現在も調整中である。

　　　　　　�　また、公開済みのコンピュータチェックのうち、平成 30年度診療報酬改定
に伴い新規 3,595 事例、変更 7,782 事例、廃止 11,678 事例（マスター廃止に
よるものを含む。）の合計 23,055 事例のコンピュータチェックについて、平成
31 年 1 月に更新しホームページに公開した。（平成 31 年 1 月 29 日現在
89,814 事例）� 【第２- １- ⑶　コンピュータチェックルールの公開】

　　　イ　適正なレセプト請求の推進
　　　　�　業務処理の効率化や保険者のレセプト点検等の負担軽減を図るとともに、医療機

関等に対する審査の透明性を担保するため、次の方策を講じ、医療機関等による適
正なレセプト請求の推進を図った。

　　　　ａ　請求誤り事例の情報提供
　　　　　ⅰ　電話連絡、面接懇談等による改善要請
　　　　　　�　保険者又は医療機関に対しては、再審査等結果通知書又は増減点連絡書等に

より審査結果を連絡し、その結果に係る照会等については、算定ルール及び審
査上の考え方等を踏まえ、理解が得られるよう分かりやすい説明に努めた。

　　　　　　�　平成 30年度は、保険者に対して、審査委員による訪問懇談を 357 回、職員
による訪問懇談を577回実施し、医療機関に対しては、文書連絡を196,682回、
電話連絡を 36,636 回、審査委員による面接・訪問懇談を 83回、職員による訪
問・来所懇談を 1,488 回実施した。

　　　　　ⅱ　広報誌及びホームページによる情報提供
　　　　　　�　厚生労働省の留意事項通知及び疑義解釈等については、145 の通知について

ホームページに掲載した。
　　　　　　�　また、厚生労働省通知等に係る保険請求の基礎知識として、請求誤り事例を

月刊基金に毎月、経過措置医薬品及び施設基準等の情報提供として、ブロック
通信に 4回掲載し、関係者に周知した。

　　　　ｂ　未コード化傷病名の改善要請
　　　　　�　未コード化傷病名コードについては、使用が顕著に見受けられる医療機関に対

して、傷病名マスタに登録された傷病名コードを使用するよう、連絡文書による
改善要請のほか、医療機関への訪問懇談など、適宜、各支部から働きかけを行った。
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　　　　　�　この結果、未コード化傷病名コードの使用状況は、平成 30年 1月請求分では
2.0％であったが、平成 31年 1月請求分では 1.7％と 0.3 ポイントの減となった。

　　⑷　審査の充実に関する数値目標
　　　ア　審査の充実に関する数値目標　
　　　　�　支払基金が目指すところは、原審査の更なる充実と審査結果の丁寧な説明である

ことから、達成指標として令和 2年度までの数値目標を掲げ、目標達成に向け各種
方策を実施した。

　　　　ａ　再審査査定割合に関する数値目標
　　　　　�　全査定点数に占める突合点検・縦覧点検を含めた再審査査定点数の割合は、平

成 31 年 3 月審査分では 16.8％と対前年比 1.1 ポイントの減となったが、平成
30年度の目標値（14.9％（総数））に対して未達となった。

　　　　　�　なお、支払基金法の改正により令和2年10月施行予定の理念規定として、適正
なレセプトの提出に向けた保険医療機関等への支援などが創設されたことから、
当該目標についても見直すこととし、令和 2年度に新たな数値目標を策定するこ
ととした。

【再審査査定割合】 平成 31年 3月審査分

総　　数 16.8％

単月点検 11.0％

突合点検 27.7％

縦覧点検 41.6％

　　　　ｂ　説明責任の履行に関する数値目標
　　　　　�　保険者及び医療機関等に対し説明責任の履行に関する指標として、数値目標を

設定し、目標達成に向けて取り組んだ。
　　　　　ⅰ　審査結果理由の連絡欄への記載割合
　　　　　　ア�　保険者からのオンライン再審査請求に対する審査結果が「原審どおり」で

ある場合における「具体的な理由」の連絡欄への記載割合については、平成
31 年 1月に電子審査録システムとの連係機能を導入した効果により、平成
31年 3月審査分 71.8％と対前年比 24.7 ポイントの大幅増となり、平成 30
年度の目標値（60％）を大きく上回る成果を上げた。

　　　　　　イ�　医療機関等からの電子レセプトを使用した請求に対する原審査の審査結果
が「査定」である場合における「具体的な理由」の連絡欄への記載割合は、
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平成 30年 3月審査分 75.2％から、平成 31 年 3月審査分 85.3％と 10.1 ポ
イントの増となり、前倒しした令和 2年度の目標値（80％）を上回る成果を
上げた。

　　　　　　　�　これらの実績を踏まえ、令和元年度は 90％、また、令和 2年度に 100％の
記載を目指すとともに、記載内容の充実に取り組む。

　　　　　ⅱ　保険者との打合せ会等
　　　　　　�　保険者との打合せ会等については、年間で 1支部あたり 22回程度の目標設

定に対し、平成30年度において、平均23回を実施したところであり、引き続き、
質量両面での充実に努めていく。

　　　　ｃ　支払基金サービス向上計画で掲げた数値目標
　　　　　�　平成 30 年度においても、従前からの取組である原審査の充実に向け、次の項

目について取り組んだ。
　　　　　ⅰ　原審査査定点数に占めるコンピュータチェックの寄与割合
　　　　　　�　原審査査定点数に占めるコンピュータチェックの寄与割合について医科分の

電子レセプトに係る原審査査定点数（単月点検分）のうち、コンピュータチェッ
クを契機とするものの割合は、平成 30年 3月審査分では 60.5％であったが、
平成 31年 3月審査分では 36.8％と 23.7 ポイントの減となった。

　　　　　　�　これは、審査支払機関改革における支払基金での今後の取組を着実に進める
ため、高額医薬品等の注意付せんを、平成 30年 4月から廃止していることに
よるものである。

　　　　　　　また、支部点検条件の整理も一因である。
　　　　　ⅱ　突合点検分及び縦覧点検分の査定件数及び査定点数
　　　　　　ア　突合点検分
　　　　　　　�　突合点検分については、原審査請求件数 1万件当たりの査定件数は、平成

30 年 3月審査分では 19.2 件であったが、平成 31 年 3月審査分で 19.1 件
と 0.1 件の減となった。

　　　　　　　�　また、原審査請求点数 1万点当たりの査定点数は、平成 30年 3月審査分
では3.1点であったが、平成31年 3月審査分では2.7点と 0.4点の減となっ
た。

　　　　　　イ　縦覧点検分
　　　　　　　�　縦覧点検分については、原審査請求件数 1万件当たりの査定件数は、平成

30 年 3 月審査分では 17.3 件であったが、平成 31 年 3 月審査分では 16.8
件と 0.5 件の減となった。

　　　　　　　�　また、原審査請求点数 1万点当たりの査定点数は、平成 30年 3月審査分
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では2.5点であったが、平成31年 3月審査分では2.6点と 0.1点の増となっ
た。

　　　イ　審査実績の分析及び評価の強化
　　　　�　審査を効率的・効果的に進めるため、個々の診療行為、医薬品等に関し、原審査

及び再審査におけるコンピュータチェックの効果、審査履歴、審査結果及びその理
由などの分析を行うとともに、審査の充実を図るため「審査事務アシストツール」
を開発した。

　　⑸　査定に現れない審査の意義の見える化
　　　�　支払基金が説明責任を果たすためには、「査定に現れない審査の意義を分かりやす

く説明すること」が肝要と考えている。このことから、審査委員又は職員による連絡、
懇談での医療機関に対する改善要請を通じたレセプトの適正化に係る取組を把握する
とともに、規制改革推進会議を含め対外的にも説明してきたところである。

　　　�　こうした取組が評価され、今回の支払基金法の改正では、「適正なレセプトの提出
に向けた保険医療機関等への支援」などの理念規定が加えられた。

　　⑹　職員の能力向上等
　　　�　審査の充実、審査結果の説明及び適正なレセプト提出の推進を図るため、次の方策

を講じ、職員の医学的知識の向上を図った。
　　　ア　審査事務能力の更なる向上に向けた職員研修の実施
　　　　ａ�　審査結果の照会に対し分かりやすい説明が行えるよう、保険診療ルールの基礎

となる告示・通知の解釈、保険者及び医療機関等に対する説明方法等の習得を目
的としたカリキュラムを実施した。

　　　　ｂ�　ＤＰＣレセプトの審査に関する研修については、診断群分類の構成等の知識習
得を研修プログラムに組み入れ、研修内容を充実し、実施した。

　　　　ｃ�　審査事務に関する「理解度の把握」（※）の実施により、職員個々の得意・不得
意分野を把握し、その結果に応じた的確なフォローアップを行った。

　　　　　（※）�　算定ルールを主とした審査事務の着眼点に係るレセプト形式の演習問題

　　　イ　支部指導・支援　
　　　　�　審査充実に取り組むため、審査事務の着眼点、効率的な審査結果理由の登録方法、

電子審査録の活用並びに審査実績の分析及びデータ作成の方法などについて、支部
からの要請等に基づき支部支援活動を 4回実施した。

　２　請求支払業務
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　　⑴　診療報酬等の収納と迅速・適正な支払
　　　　診療報酬等の収納に努め、支払日どおり迅速・適正な支払を行った。
　　　ア�　契約書に示した納入期日までに納入されない保険者等に対しては、本部において

的確に収納督促を実施するとともに、本・支部が連携し、翌月以降、確実に納入さ
れるよう事前連絡等を行った。

　　　イ�　医療機関等が廃止、破産又は解散した後において再審査等の処理により過払金が
発生した場合は、速やかに戻入手続きをとるなど適切な事務処理を行った。

　　　ウ�　債権関係業務において、債権譲渡、差押等に係る事務処理については、毎月、平均
で医療機関数は約 8,000 医療機関、通知書数は約 6,300 件を対象に、また、相続・
破産に係る事務処理については、毎月、平均で約 60医療機関を対象として、当該通
知書の内容及び支払先等について、複数の職員による確認を確実に行い、最終的に
管理者が再確認を行うことにより、適正に処理した。

　　　エ�　平成 30年度委託金の収納処理については、納入期日となる 4月 27 日において、
健康保険組合の 2保険者が未納となったが、その後、5月 1日に納入され完了した。

　　　　�　また、委託金の返還処理については、4月 27 日に完了した。
　　　　　なお、平成 30年度における委託金額は、約 563 億円であった。

　　⑵　出産育児一時金等の請求支払
　　　�　「「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度」実施要綱」に基づき的確に請

求支払業務を行った。

　　⑶　70歳代前半の被保険者等に係る一部負担金等の軽減特例措置の事務処理
　　　�　平成 26 年 4月 1日以降新たに 70 歳になる被保険者等から段階的に一部負担金等

の割合を 2割とする取扱いについて、「70歳代前半の被保険者等に係る一部負担金等
の軽減特例措置実施要綱」に基づき、医療機関等へ適正に支払を行った。

　　　�　また、当該軽減特例措置については、平成 30年度末をもって終了となることから、
平成 31 年 3月 31 日までに受けた療養費に係る未請求分の早期請求を保険者に対し
協力依頼を行った。

　３　支払基金の保有する人材やノウハウを活用した業務の拡大
　　⑴　地方単独医療費助成事業に係る審査支払業務の拡大
　　　�　平成 30 年度は 21 都道府県において 408 市区町村の地方単独医療費助成事業を新

規受託した。
　　　�　特に、福井県（全 17市町）、北海道（全 179 市町村）、長野県（全 77市町村）及び
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兵庫県（全 41市町）については、県及び道内の全市町村の主な 3事業（子ども医療、
ひとり親及び重度心身障害者）等を受託した。

　　　�　このことにより、平成 30年度の受託件数は約 1億 2,660 万件（対前年度比 9.0％
の増）、平成 31年 3月 31 日現在における受託状況は、35都道府県の延べ 5,290 事業
（全助成事業の約 67％）について受託している。

　　　�　今後も医療保険関係者における事務の効率化、医療費の適正化及び住民サービスの
向上に寄与するため、引き続き更なる受託拡大に向けた働きかけを行っていく。

　　⑵　柔道整復療養費の支払業務の受託
　　　�　柔道整復療養費の支払業務に関する保険者ニーズ調査の結果、事業化するだけの十

分なニーズは得られなかったことを踏まえ、次年度以降も、審査を含めた事業化の実
現可能性について引き続き検討することとした。

　　⑶　レセプト電子データ提供事業
　　　�　保険者のニーズに応えるため、引き続きレセプト電子データ提供事業を実施した。
　　　�　また、公費負担医療実施機関に対しても、引き続きオンライン又は電子媒体での電

子レセプトの受取りを前提として、レセプト電子データ提供事業により画像・テキス
トデータを提供した。

　　　�　なお、平成 31年 3月のレセプト電子データ提供は、全国健康保険協会と健保組合
で 1,390 組合約 28,700 千件（対前年度比 3組合の減、1,020 千件の増）、共済組合は
85組合（1,032 窓口）約 3,824 千件（対前年度比 16窓口の減、15千件の増）、公費
負担医療実施機関と自衛官等療養実施機関で 3,076 機関約 5,797 千件（対前年度比
348 機関、556 千件の増）となった。

　４　適正かつ効率的な事業運営
　　⑴　電子化による業務の効率化
　　　�　支払基金の業務を効率化し保険者等のニーズに応えるため次の取組を行った。
� 【第２- ４- ⑵　レセプト請求（再審査請求を含む）の電子化等】
　　　ア　紙レセプトの画像化
　　　　�　すべての紙レセプトの画像化による請求支払業務を実施し、医療機関等から請求

された紙レセプトを画像化した上で、オンライン又は電子媒体により画像レセプト
を保険者等へ請求した。

　　　イ　請求・支払関係帳票の電子化
　　　　�　紙による請求・支払関係帳票の送付をオンライン配信又は電子媒体に格納し提供



─ 28─

するためのシステムの基盤整備等の検討を進めるとともに、オンライン配信による
帳票ＣＳＶデータの利用促進を図るため、支払基金ホームページにヘッダーの登載
及びＣＳＶデータから帳票に復元できるシステムの検討を行った。

　　　ウ　紙レセプトの電子化（ＣＳＶ）
　　　　�　紙レセプトの電子化の実現性について調査する業者を入札により選定した上で、

平成 29年度は業者が独自に開発したディープラーニングを活用し独自のアルゴリ
ズムを利用したＡＩベースの「文字認識エンジン」を用いた調査、平成 30年度は
市販されている「文字認識エンジン」を用いた調査を実施し、両者の比較を行った。

　　⑵　業務の集約化・一元化等
　　　�　関係者の理解を得た上で、更なる業務の集約化・一元化について、引き続き以下の

取組を行った。
　　　ア　マスタ登録業務の集約化
　　　　�　マスタ登録業務のシステム入力については、効率化を図るために出産育児一時金

等関係業務及び特定健診等関係業務などの業務と併せて支部での集約化の検討を
行った。

　　　イ　請求・支払関係帳票等の送付業務の集約化
　　　　�　オンラインで受け取ることができない保険者及び医療機関等への請求・支払関係

帳票等の送付業務については、特定の支部での集約化の検討を行った。
　　　ウ　再審査請求の資格関係業務の集約化
　　　　�　保険者等からの再審査請求の資格関係業務について、業務処理の効率化の観点か

ら集約化を見据え、引き続き保険者団体等の打合せ会等（26 回実施）において説
明し、オンラインによる再審査請求の推進を図った。　

　　　エ　返還金控除処理の集約化
　　　　�　地方厚生（支）局の指導・監査に基づく返還金控除処理に係る提出書類の電子化

に当たっては、全支部統一的な処理を行うため、提出書類のフォーマット及び支払
額を超えた控除額の処理方法の統一の検討と併せて厚生労働省に働きかけを行っ
た。

　　⑶　事務処理誤りの防止等
　　　�　支払基金の事務処理全般について業務処理誤りの防止の観点から次の防止策を実施

した。
　　　ア　業務の見える化
　　　　�　業務処理の適切な運営と事務処理誤りの未然防止を図るため、支部における業務
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の実情及び事務処理誤りの発生状況等を踏まえ、次の事務処理マニュアルについて
改善・見直しを実施した。

　　　　・　再審査事務作業マニュアル（平成 30年 5月及び平成 31年 3月）
　　　　・�　大雨等の災害発生時における診療報酬明細書等の請求に係る業務処理マニュア

ル（平成 30年 7月）
　　　　・　解散組合に係る作業マニュアル（平成 30年 9月）
　　　イ　情報の共有
　　　　�　支部からの事務処理誤りやヒヤリ・ハットに係る報告事例を集約・分析し、その

防止策を検討した上で、事故防止の観点から重要度の高い事例を選定し、全支部に
情報を提供した。

　　　　�　また、速やかに情報共有する必要がある報告事例については、適宜、全支部にそ
の状況及び事故防止のポイントを周知し、注意喚起を行った。

　　　ウ　職員の意識・資質及び育成
　　　　�　引き続き、基金職員としての倫理の徹底、事務処理誤りの防止及び危機管理能力

の向上等に係るカリキュラムを中央研修に取り入れ、職員の意識の啓発と資質の向
上に取り組んだ。

　　⑷　競争原理を働かせた調達
　　　�　物品等の調達において、オープンカウンタ方式（※）により、サーバー廃棄等の 3

件の調達を実施した。
　　　（※）�　基金が見積りの相手を特定せず、案件を公開し、見積り参加希望者から見積書の提出を受け、契

約の相手方を決定する方式

　　⑸　保有宿舎の整理合理化
　　　　平成 30年度に売却予定であった 6棟 23 戸を、すべて予定どおり売却した。
　　　�　また、令和元年度売却予定の保有宿舎 8棟 22 戸について、平成 31年 3月末までに

借上げ宿舎への移行を完了した。

　　⑹　予算及び決算におけるＰＤＣＡサイクル
　　　�　平成 29 年度において、システム維持管理経費のうち、再審査処理に係る帳票を外

部印刷から内部印刷へ変更することにより経費削減を図り、その結果を平成 30年度
予算の執行及び平成 31年度予算の編成に反映させた。

　　⑺　オンラインによる請求の促進
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　　　�　業務効率化・高度化に向けた支払基金改革の実現のためには、オンライン化の推進
により受付から支払に至る業務プロセス全体の効率化が不可欠であり、保険者等、保
険医療機関等及び審査支払機関で電子レセプトの一元的な授受による事務処理の効率
化・迅速化及び負担軽減を図ることを目的として、以下の取組を行い、関係者に対し
て協力を求めた。� 【第２- ４- ⑵　レセプト請求（再審査請求を含む）の電子化等】

　　　ア　医療機関等からのオンライン請求促進
　　　　�　電子媒体による請求を実施している請求件数が多い医療機関等（949 機関）へ個

別訪問懇談等による働きかけを実施し、また、新たにオンライン請求を実施した 3
機関へ個別訪問懇談を実施し、次年度の働きかけの参考とするため、実施後の状況
の聴取を行った。

＜医療機関等からの請求形態別件数割合＞
（平成 31年 3月受付分）

オンライン 電子媒体 紙レセプト
合　計 77.8％ 20.6％ 1.6％
医　科 77.3％ 20.9％ 1.8％
歯　科 22.3％ 74.3％ 3.4％
調　剤 98.9％ 0.5％ 0.6％

　　　イ　医療機関等からのオンラインによる返戻再請求の促進
　　　　�　オンラインによる請求を実施しているが紙媒体による返戻再請求の請求件数が多

い医療機関等（6,074 機関）へ個別訪問懇談等を実施し、オンライン化を実施しな
い理由を聴取の上、オンラインによる返戻再請求実施の協力要請を行った。

　　　ウ　保険者等からのオンラインによる再審査請求の促進
　　　　�　オンラインによる再審査請求未実施の保険者等のうち、279 保険者等へ個別訪問

懇談等を実施し、オンライン化を実施しない理由を聴取の上、オンラインによる再
審査請求実施の協力要請を行った。

　　　　�　また、新たにオンラインによる再審査等請求を実施した 2保険者への個別訪問懇
談を実施し、次年度の働きかけの参考とするため、実施後の状況の聴取を行った。

　　　　�　更に、オンラインによる再審査請求未実施の健保組合を対象とした保険者団体主
催の「オンラインによる再審査等請求推進にかかる説明会」（大阪会場：162 組合、
東京会場：407 組合参加）において、関係者に対する働きかけを実施した。
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＜保険者等からのオンラインによる再審査等処理件数割合＞
（平成 31年 3月処理分（医科・歯科））

再審査等処理件数
オンライン

件数（再掲） 割　合
合 　 　 計 866,661 589,305 68.0％
協会けんぽ 330,908 295,163 89.2％
共 済 組 合 97,667 65,854 67.4％
健 保 組 合 334,174 144,758 43.3％
公費実施機関 103,912 83,530 80.4％

※　処理件数には、資格返戻分及び事務返戻分を含む。

　　　エ　公費負担医療実施機関のオンラインによるレセプト等の受取りの促進
　　　　�　公費負担医療実施機関で公費単独分レセプトの請求件数が多い精神通院医療実施

機関（法別 21（19 機関））へ個別訪問懇談等を実施し、オンラインによる受取り
を実施しない理由を聴取の上、オンラインによるレセプト等の受取り実施の協力要
請を行った。

　　　　�　なお、レセプト又は連名簿をオンラインによる受取りを行っている公費負担医療
実施機関数は、平成 30年 3月審査分では 2,320 実施機関であったが、平成 31年 3
月審査分で、2,329 実施機関となった。

　５　医療保険制度等に貢献する公的な役割
　　⑴　レセプト電算処理システムの整備と運用
　　　�　診療報酬の審査支払の専門機関として蓄積されたノウハウを活かし、適宜、記録条

件仕様、標準仕様及び基本マスタ等を整備し、厚生労働省へ提示するとともに、健康
保険法等改正及び元号変更に対応するレセプト電算処理システムの開発及び運用を
行った。

　　⑵　電子点数表の作成及び公表
　　　�　診療報酬点数表等の改正事項について、厚生労働省と連携を密にし、医科電子点数

表及び歯科電子点数表に的確に反映・更新した。
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＜平成 30年度診療報酬改定に係る電子点数表の更新数＞

合　計
内　　訳

新　設 変　更 廃　止
医　科 80,540 31,484 34,263 14,793
歯　科 14,693 6,874 5,184 2,635
合　計 95,233 38,358 39,447 17,428

　　⑶　健康保険法等改正に伴う対応
　　　ア�　平成 30 年 8月 1日に施行された「健康保険法施行令等の一部を改正する政令」

における 70歳以上の被保険者等に係る高額療養費について、一般区分の外来に係
る算定基準額の引上げ並びに現役並み区分の細分化及び算定基準額の引上げに対応
した。

　　　イ�　平成 29 年厚生労働省告示第 239 号における 65 歳以上の医療療養病床に入院す
る患者の居住費に係る負担額の段階的な引き上げについて、平成 30年 4月 1日か
らの引上げに対応した。

　　　ウ�　平成 30年 4月 1日に施行された「難病の患者に対する医療等に関する法律（平
成 26年法律第 50号）」における都道府県から指定都市への事務の移譲に伴う公費
実施機関番号の追加に対応した。

　　⑷　被災した被保険者等のレセプト情報提供
　　　�　平成 30年 7月の西日本豪雨において、厚生労働省と連携の上、診療録等を滅失し

た医療機関等に対し、迅速な情報提供を行った。
　　　○　岡山県　9医療機関
　　　○　広島県　1医療機関

　　⑸　医療費等の動向に関する分析
　　　�　平成 30 年度診療報酬改定前後の医療費の動向について、診療項目・増減要因別に

分析し、また、後発医薬品の数量シェアについても、医科・歯科別に集計したものを
支払基金ホームページで公表した。

　　⑹　諸外国の審査機関等との情報交換
　　　�　診療報酬の審査・請求支払を実施する専門機関として、独立行政法人国際協力機構

（ＪＩＣＡ）等からの依頼による諸外国の政府視察団を受け入れた。
　　　（6月：ケニア、タイ、セネガル、12月：アジア・アフリカ各国）
　　　�　また、韓国（健康保険審査評価院（ＨＩＲＡ）等）との情報交換については、従前
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から継続的に実施しており、平成 30年度は、組織体制及び運営費用等の最新状況を
提供いただけるよう依頼した。

　　⑺　医療保険者等向け中間サーバ等運用等
　　　�　医療保険者等向け中間サーバ等（以下「中間サーバ等」という。）について、協会

けんぽ及び健康保険組合からの委託を受けて、社会保障・税番号制度における情報照
会・提供及び本人確認に関する事務並びに運用・保守業務を安定的に実施した。

　　　�　また、共済組合等の中間サーバ等への参画に向け、準備を的確に進め、平成 30年 7
月から情報照会等の事務、運用・保守業務を開始した。

　　⑻　オンライン資格確認
　　　�　平成 30年 9月にオンライン資格確認等システム開発準備室を設置し、厚生労働省

の指示の下、中間サーバ等のクラウド化に向けた検討及びオンライン資格確認等シス
テムをはじめとする、レセプト振替機能、特定健診情報管理機能、医療費情報管理機
能及び薬剤情報管理機能の開発に係る検討を行った。

　　　�　また、中間サーバ等及びオンライン資格確認等システムに関する調達手続きを開始
した。

　　　�　なお、当該事業については、社会保障・税番号制度会計において、国庫により実施
した。

　　⑼　元号変更に伴う対応
　　　�　新元号に対応するため、事前にシステム全般の影響を把握し、公表され次第、速や

かにシステムの対応ができる体制を整えた。

　６　組織運営等に関する事項
　　⑴　職員の採用と配置
　　　�　「業務効率化・高度化計画・工程表」に示した「支払基金の人員体制のスリム化と

高度化」を進めるに当たり、平成 30 年 10 月の支部長会議において令和 6年度まで
に 800 人程度を削減していくことを示した上で、平成 31年度については、73人の定
員削減をすることとした。

　　　�　なお、中長期的な人事計画の基本方針については、引き続き作成を進めていくこと
としている。

　　　�　また、組織・人員体制、タレントマネジメント、等級制度、評価制度及び報酬制度等
の検討を進めた。� 【工程表項目⒃　支払基金の人員体制のスリム化と高度化】
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　　⑵　ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
　　　�　職員の多様性を尊重し、職員一人ひとりが活躍・成長することができる職場環境・

組織づくりを目指すダイバーシティ経営を推進するため、次の取組を実施した。
　　　ア　障がい者への理解を深めるための職場における教養講座の実施
　　　　�　ハローワークから講師を招き、障がい者に対する接し方、コミュニケーションの

取り方などを学ぶ講座を、平成 31年 2月に本部において実施した。
　　　イ　定年退職者を活用した新規採用職員の育成支援
　　　　�　定年退職者より、新規採用職員及び育成指導しているメンター並びに先輩職員等

に対して、育成における悩みや課題について、アドバイスを実施した。
　　　ウ　女性管理職のネットワーク構築に向けたセミナーの実施
　　　　�　女性管理職の抱えている課題等の解消や相談しやすい環境構築のため、平成 29

年度及び平成 30年度の昇格者（34名）を対象にセミナーを実施した。
　　　エ　育児・介護休業制度の理解を深めるためのハンドブックの作成
　　　　�　育児・介護休業制度の内容及び休業者に対する配慮事項をまとめたハンドブック

を作成し、全職員へ周知した。

　　⑶　人材育成の推進
　　　�　職員の能力開発・向上を目的として、中央研修において、業務遂行に必要な知識習

得を図る階層別研修、審査事務能力の向上を図る実務研修を実施した。また、支部研
修や自己啓発を支援する研修資料を提供した。

　　⑷　人事評価制度に関する取組
　　　�　一次評価者間の評価基準の差異を解消するため、管理者会議等において、評価基準

（目線合わせ）の意識共有を行い、評価基準の統一を図るよう再周知した。
　　　�　併せて、人材育成の観点から被評価者に対し、課題等について指導・助言を行うよ

う再周知した。
　　　�　また、等級ごとに満たすべき「評価基準」の策定や評価者としての説明責任を果た

すための評価結果を踏まえた「フィードバック面談」の実施など人事評価制度の刷新
に向けた検討を進めた。

　　⑸　定年退職者の再雇用制度の充実
　　　�　定年退職する職員の能力及び経験を有効活用し、組織としての業務処理能力を維持

するとともに、雇用と年金の適切な接続を支援するため、引き続き定年退職者の再雇
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用の促進を図った。
　　　�　また、平成 31年度に向けた取組として、審査業務の質を担保し、かつ、職員の業務

負担の軽減を図ることを目的として、継続雇用短時間勤務職員の職群（「庶務・会計
事務職群」、「業務処理職群」、「入力作業」、「審査委員会関係事務職群」及び「再審査
処理職群」）に平成 31年度から「審査事務職群」を追加し、職務内容として「審査事
務に係る補助業務」を追加することとした。

　　⑹　災害発生時の事業の継続に関する取組　
　　　�　東日本大震災の経験を踏まえ、災害発生時においても安定的に事業を継続するため

の施策について、平成 30年度に、首都直下地震の発生を想定し、本部機能を他地域に
移行した場合の指揮命令のあり方や、審査・請求支払業務等に関する具体的な処理手
順等を作成した。

　　　　今後、南海トラフ地震を想定した事業継続計画を検討することとしている。

　　⑺　ＩＴガバナンスの確立
　　　ア　支払基金のＩＴ利活用に関するプロセス（企画・開発・運用等）の標準化
　　　　ア�　「政府情報システムにおけるクラウドサービスの利用に係る基本方針」により

示されたクラウド・バイ・デフォルトの原則に基づいた審査支払新システムの構
築とするため、審査支払新システムに係るクラウド基盤構築基本方針を策定した。

　　　　イ�　システム品質の継続的改善のため、システム障害の原因分析を行うとともに、
再発防止策の検証を実施し、検証結果に基づきシステムベンダーへ改善要請を実
施した。

　　　　ウ�　システム刷新を控えた二重投資の抑制、システム規模増大の抑制を目的として、
予算要求段階で部門横断的にシステム開発の妥当性評価を実施した。

　　　イ　システム開発時のコストの適正化
　　　　�　システム開発事業者より提示される開発見積もりを、ＪＵＡＳ（一般社団法人　

日本情報システム・ユーザー協会）等の公表する標準的な工数と照らして精査する
ことで、開発コストの適正化を図った。

　　　ウ　ＩＴ人材の育成
　　　　�　システム開発に係る知識の向上を図るため、当該担当職員を対象として、研修を

実施した。

　　⑻　コンプライアンスの徹底
　　　�　職員等に対しコンプライアンスの重要性について周知するとともに、自己点検シー
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ト等を用いて教育・訓練を実施した。

　　⑼　服務規律の徹底
　　　�　懲戒処分に付すべき事案や処分量定を明確にした基準として、平成 30 年 3月 28

日付けで「懲戒処分の指針の制定」を支部長あて通知し、広く職員対し周知すること
により、職員の服務規律と秩序の維持徹底を図った。

　　⑽　情報セキュリティの強化
　　　�　情報セキュリティの強化を図るため、次の対策を実施した。
　　　ア�　本部においては、平成 30年 10 月から 11月に外部機関による情報セキュリティ

監査を実施、支部においては、9月から 10月に 10支部を対象に実施した。監査結
果において、指摘された事項に対して改善対策を実施した。

　　　イ�　情報セキュリティアドバイザーとして、平成 30年 8月から情報セキュリティに
関する専門的な知識及び経験を有する者との顧問契約を締結し、支援及び助言を受
けた。　

　　　ウ�　情報セキュリティポリシーに関する問題集を作成し、平成 30年 7月から 3か月
の間に教育・訓練を実施した。

　　　　�　また、自己点検シートを用いて職員等の理解度を把握し、理解度の低い職員に対
するフォローアップを実施するとともに、標的型メールに対する耐性の向上を図る
ため、役職員に対して、標的型攻撃メールの訓練を実施した。

　　　エ�　情報セキュリティポリシーに基づいて、平成 31年 2月にセキュリティワイヤー
の装着等、パソコンの盗難による情報漏えいの防止措置を実施した。

　　⑾　特定個人情報（個人番号）に係る管理
　　　�　特定個人情報（個人番号）については、「特定個人情報等の適正な取扱いに関する

基本方針」及び「社会保険診療報酬支払基金特定個人情報取扱規程」に基づき、的確
に管理するとともに、委託先の適切な監督を行った。

　　⑿　監査の実施
　　　�　事業運営の透明性を確保するため、次のとおり、内部監査及び監事監査のほか、監

査法人による外部監査を実施した。
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対象
内部監査 本部及び 16支部
監事監査 本部及び 6支部
外部監査 本部及び 5支部

　　　�　また、前回の支部総合監査における要改善事項の継続的フォローアップ（全支部）
を行ったほか、支部部分監査（3支部）を実施した。

　　　　さらに、常勤監事によるモニタリング（13支部）を実施した。

　　⒀　広報、広聴の強化・充実
　　　�　保険者及び医療機関等をはじめとする関係者から支払基金の事業運営に対する信頼

を確保するほか、医療保険制度を利用する被保険者等に対して、当該制度を支える支
払基金の存在意義が理解されるよう、ホームページやメールマガジン、広報誌などを
活用した迅速性、正確性の高い広報活動に取り組んだ。

　　　�　なお、発信内容の充実や各種広報ツールの利活用にあたっては、関係者等の広報担
当部門へ訪問し情報収集を行ったことから、今後は、有効性等を分析・検証すること
としている。

　　　�　また、国民皆保険を支えていく上での支払基金の審査委員会が果たす役割や機能に
ついて、より広く理解を深めていただくため、平成 30年 10 月に新潟県、11月に千葉
県、平成 31年 2月に静岡県において「保険診療と審査を考えるフォーラム」を支部
主催で開催した。

　　　�　広聴の取組としては、「お客様の声」相談窓口で受け付けた保険者や医療機関等か
らの苦情や相談、照会等に、迅速かつ懇切丁寧な対応を行った。受け付けた内容につ
いては速やかに取りまとめるとともに、問合せの多い事例などは必要に応じてデータ
ベース化し情報共有を図った。

＜平成 30年度における「お客様の声」相談窓口対応状況＞
　　合計 362 件

内
　
　
訳

個　　　人 200 件（55.2％）
医療機関等 83件（22.9％）
保　険　者 30件（� 8.3％）
その他（企業・公的機関・システムベンダ） 49件（13.5％）

内
　
　
容

業務内容 81件（22.4％）
診療報酬請求関係 60件（16.6％）
医療保険制度 23件（� 6.4％）
審査内容 4件（� 1.1％）
その他（医療費の適否等、回答が困難なもの） 194 件（53.6％）
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別表
＜「業務効率化・高度化計画・工程表」に掲げられた項目との相関表＞

項　目 平成30年度の取組内容
1 審査支払新システムの構築 第２-１-⑴

審査支払新システムの構築　　　　　　　（P15）
2 審査手数料の設定の在り方の
見直し

第２-４-⑴
手数料体系の見直し　　　　　　　　　　（P18）

3 コンピュータチェックに適し
たレセプト様式の見直し等

第２-１-⑵
コンピュータチェックに適した
レセプト様式の見直し等　　　　　　　　（P15）

4 コンピュータチェックルール
の公開

第２-１-⑶
コンピュータチェックルールの公開　　　（P16）
第３-１-⑶-ア
支払基金における審査の一般的な取扱い（医科）の公
表及びコンピュータチェック（医科・歯科・調剤）の
公開　　　　　　　　　　　　　　　　　（P22）

5 返戻査定理由の明確化 第２-１-⑷
返戻査定理由の明確化　　　　　　　　　（P16）
第３-１-⑶-ア
審査結果に関する的確な説明の実施　　　（P21）

6 請求前の段階でレセプトのエ
ラーを修正する仕組みの導入

　第２-１-⑶
　コンピュータチェックルールの公開の
　取組を踏まえて対応

7 既存のコンピュータチェック
ルールの見直し

第２-１-⑸
高額医薬品等の注意付せんの廃止　　　　（P16）
第２-２-⑴
支部独自に設定されたチェックルールの見直し　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（P17）

8 統一的なコンピュータチェッ
クルールの設定

第２-１-⑹
統一的・客観的なコンピュータチェック
ルールの設定　　　　　　　　　　　　　（P17）

9 審査基準の統一化 第２-２-⑵
審査の一般的な取扱いの公表等　　　　　（P17）
第３-１-⑴-ア
「一定の見解」の策定等　　　　　　　　（P19）

10 自動的なレポーティング機能
の導入

第２-２-⑸
自動的なレポーティング機能の導入　　　（P18）

11 審査委員会の在り方の見直し 第２-２-⑷
審査におけるウェブ会議方式の活用等　　（P18）
第３-１-⑴-イ
審査委員間の審査照会　　　　　　　　　（P20）

12 審査委員会の運営規程準則の
見直し

（平成29年度に対応）

13 本部審査の拡大等 第２-２-⑶
本部審査の拡大等　　　　　　　　　　　（P18）
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14 支部組織の見直し 第２-３
支部組織の集約化など、支払基金の組織の
在り方の見直し　　　　　　　　　　　　（P18）

15 業務棚卸し等による効率化の
推進

第２-４-⑵
レセプト請求（再審査請求を含む）の電子化等　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（P19）
第３-４-⑴
電子化による業務の効率化　　　　　　　（P27）
第３-４-⑺
オンラインによる請求の促進　　　　　　（P29）

16 支払基金の人員体制のスリム
化と高度化

第３-６-⑴
職員の採用と配置　　　　　　　　　　　（P33）
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財 産 目 録
貸 借 対 照 表
損 益 計 算 書
キャッシュ・フロー計算書

平成 30 事業年度一般会計

事 業 費 勘 定
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平成 30 事業年度一般会計
事 業 費 勘 定 財 産 目 録

（平成 31年 3月 31日現在）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 資 産 273,576,520
現 金 及 び 預 金 202,793,672

普 通 預 金 146,493,672
定 期 預 金 56,300,000

有 価 証 券 48,910,000
譲 渡 性 預 金 48,910,000

未 収 入 金 21,871,951
未 収 診 療 報 酬 10,337,112
請求不足診療報酬 108,331
過 払 診 療 報 酬 11,426,507

そ の 他 の 流 動 資 産 896
未 収 収 益 144
仮 払 金 751

資 産 合 計 273,576,520

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

千円 千円

流 動 負 債 218,054,394
未 払 金 24,355,552

未 払 診 療 報 酬 13,113,533
支払不足診療報酬 106,193
過請求診療報酬 11,135,825

前 受 金 180,777,940
前 受 診 療 報 酬 180,777,940

預 り 金 12,920,756
預 り 源 泉 所 得 税 12,920,756

そ の 他 の 流 動 負 債 144
その他の未払金 144

固 定 負 債 55,522,126
預 り 委 託 金 55,522,126

負 債 合 計 273,576,520

差 引 正 味 財 産 ─
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平成 30 事業年度一般会計
事 業 費 勘 定 貸 借 対 照 表

（平成 31年 3月 31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

区 分
注記
番号

金 額 区 分
注記
番号

金 額

（ 資 産 の 部 ）
千円

（ 負 債 の 部 ）
千円

 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債

１　 現金及び預金 202,793,672 １　 未 払 金 24,355,552

２　 有 価 証 券 48,910,000 ２　 前 受 金 180,777,940

３　 未 収 入 金 21,871,951 ３　 預 り 金 12,920,756

４　 その他の流動資産 896 ４　 その他の流動負債 144

流 動 資 産 合 計 273,576,520 流 動 負 債 合 計 218,054,394

Ⅱ　 固 定 負 債

　　 預 り 委 託 金 55,522,126

固 定 負 債 合 計 55,522,126

資 産 合 計 273,576,520 負 債 合 計 273,576,520
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平成 30 事業年度一般会計
事業費勘定損益計算書

自　平成 30年 4月 01日
至　平成 31年 3月 31日

区　　　　　分
注記
番号

金　　　　　額

千円 千円

〔経常損益の部〕

（ 業 務 損 益 の 部 ）

Ⅰ　 業 務 収 益

診 療 報 酬 収 入 12,844,422,638 12,844,422,638

Ⅱ　 業 務 費 用

診 療 報 酬 支 出 12,844,422,638 12,844,422,638

　　 業 務 利 益 ─

（ 業 務 外 損 益 の 部 ）

Ⅰ　 業 務 外 収 益

１ 受 取 利 息 558

２ 有 価 証 券 利 息 2,067

３ 延 滞 金 収 入 2 2,628

Ⅱ　 業 務 外 費 用

事 務 費 勘 定 へ 繰 入 2,628 2,628

　　 経 常 利 益 ─

当 期 純 利 益 ─
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平成 30 事業年度一般会計
事業費勘定キャッシュ・フロー計算書

自　平成 30年 4月 1日
至　平成 31年 3月 31日

区　　　　　　　分
注記
番号

金　  　　　　額

千円
Ⅰ　 業務活動によるキャッシュ･フロー

診療報酬収入 12,848,138,015
預り委託金収入 1,832,985
預り情報提供手数料収入 38,438
預り機関別符号情報提供手数料収入 123,713
預り源泉所得税受入 154,449,534
診療報酬支出 △ 12,846,075,853
預り委託金返還 △ 1,348,647
預り情報提供手数料支出 △ 38,438
預り機関別符号情報提供手数料支出 △ 123,713
預り源泉所得税納付 △ 154,336,202

小 計 2,659,831

利息の受取額 2,528
その他 △ 2,528

業務活動によるキャッシュ･フロー 2,659,831

Ⅱ　 投資活動によるキャッシュ･フロー

定期預金の預入による支出 △ 53,000,000
定期預金の払戻による収入 26,500,000

投資活動によるキャッシュ･フロー △ 26,500,000

Ⅲ　 財務活動によるキャッシュ･フロー

財務活動によるキャッシュ･フロー ─

Ⅳ　 現金及び現金同等物に係る換算差額 ─

Ⅴ　 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 △ 23,840,168

Ⅵ　 現金及び現金同等物の期首残高 249,043,841

Ⅶ　 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 225,203,672
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　重要な会計方針

期　　別

項　　目

当会計期間

　キャッシュ･フロー計算書に

おける資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。

自　平成 30年 4月 1日
至　平成 31年 3月 31日
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　注記事項
　（キャッシュ・フロー計算書関係）

当会計期間末

（平成 31年 3月 31日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

現金及び預金 202,793,672 千円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 26,500,000

容易に換金可能で価値変動リスクが 
僅少な短期投資（有価証券） 48,910,000

現金及び現金同等物 225,203,672
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財 産 目 録
貸 借 対 照 表
損 益 計 算 書
キャッシュ・フロー計算書

平成 30 事業年度一般会計

事 務 費 勘 定
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平成 30 事業年度一般会計
事 務 費 勘 定 財 産 目 録

（平成 31年 3月 31日現在）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 資 産 72,728,947
現 金 及 び 預 金 66,393,792

現 金 1,138
普 通 預 金 6,279,888
定 期 預 金 60,112,766

未 収 事 務 費 6,082,330
その他の流動資産 252,825

未 収 収 益 50
未収レセプト電子データ提供料 64,767
未 収 購 読 料 29
その他の未収入金 162,478
立 替 金 689
仮 払 金 24,809

固 定 資 産 76,030,880
有 形 固 定 資 産 73,566,815
建 物 68,251,250
減価償却累計額 △ 30,604,341

建 物 付 属 設 備 7,050,108
減価償却累計額 △ 4,013,832

構 築 物 1,741,592
減価償却累計額 △ 1,477,413

工 具 器 具 備 品 5,605,455
減価償却累計額 △ 4,674,042

土 地 31,334,658
有 形 リ ー ス 資 産 2,030,509
減価償却累計額 △ 1,677,130

無 形 固 定 資 産 2,327,050
電 話 加 入 権 35,046
ソ フ ト ウ ェ ア 1,376,026
無 形 リ ー ス 資 産 915,977

投資その他の資産 137,014
敷 金 ・ 保 証 金 136,959
そ の 他 54

資 産 合 計 148,759,827
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負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 負 債 10,238,885

未 払 金 5,641,559

未 払 消 費 税 等 373,118

預 り 金 300,770

賞 与 引 当 金 2,663,661

その他の流動負債 1,259,776

未 払 費 用 395,044

前 受 収 益 72

仮 受 金 460,649

短期リース債務 403,017

短期資産除去債務 479

短 期 未 払 金 143

その他の未払金 368

固 定 負 債 64,903,368

退 職 給 付 引 当 金 63,811,533

その他の固定負債 1,091,834

長期リース債務 1,091,729

長 期 未 払 金 105

負　　　債　　　合　　　計 75,142,254

差 引 正 味 財 産 73,617,573
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平成 30 事業年度一般会計
事務費勘定貸借対照表

（平成 31年 3月 31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分
注記
番号

金 額 区 分
注記
番号

金 額

千円 千円

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

Ⅰ　 流 動 資 産 Ⅰ　 流 動 負 債

１　 現金及び預金 66,393,792 １　 未 払 金 5,641,559
２　 未 収 事 務 費 6,082,330 ２　 未払消費税等 373,118
３　 その他の流動資産 252,825 ３　 預 り 金 300,770
流 動 資 産 合 計 72,728,947 ４　 賞 与 引 当 金 2,663,661

５　 その他の流動負債 1,259,776
Ⅱ　 固 定 資 産 流 動 負 債 合 計 10,238,885

１　 有形固定資産

⑴　 建 物 75,301,359 Ⅱ　 固 定 負 債

減価償却累計額 △ 34,618,173 40,683,185 １　 退職給付引当金 63,811,533
⑵　 構 築 物 1,741,592 ２　 その他の固定負債 1,091,834

減価償却累計額 △ 1,477,413 264,179 固 定 負 債 合 計 64,903,368
⑶　 工具器具備品 5,605,455 負 債 合 計 75,142,254

減価償却累計額 △ 4,674,042 931,413
⑷　 土 地 31,334,658 （ 資 本 の 部 ）

⑸　 有形リース資産 2,030,509 利 益 剰 余 金

減価償却累計額 △ 1,677,130 353,379 １　 任 意 積 立 金

有形固定資産合計 　 73,566,815 別途積立金 73,088,044
２　 無形固定資産 ２　 当期未処分利益 529,529
⑴　 電話加入権 35,046 利 益 剰 余 金 合 計 73,617,573
⑵　 ソフトウェア 1,376,026 資 本 合 計 73,617,573
⑶　 無形リース資産 915,977

無形固定資産合計 2,327,050
３　 投資その他の資産

⑴　 敷金・保証金 136,959
⑵　 そ の 他 54

投資その他の資産合計 137,014
固 定 資 産 合 計 76,030,880

資 産 合 計 148,759,827 負債・資本合計 148,759,827
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平成 30 事業年度一般会計
事務費勘定損益計算書

自　平成 30年 4月 01日
至　平成 31年 3月 31日

区　　　　　分
注記
番号

金　　　　　額

千円 千円
〔経常損益の部〕
（ 業 務 損 益 の 部 ）

Ⅰ　 業 務 収 益
１　 事 務 費 収 入 66,648,929
２　 レセプト電子データ提供料収入 702,659
３　 そ の 他 の 業 務 収 益 367,233 67,718,821

Ⅱ　 業 務 費 用
１　 役 員 報 酬 47,238
２　 給 与 手 当 23,367,233
３　 賞 与 5,326,371
４　 賞 与 引 当 金 繰 入 額 2,663,661
５　 退 職 給 付 費 用 3,938,863
６　 法 定 福 利 費 4,713,332
７　 審 査 委 員 会 費 11,432,543
８　 委 託 費 5,640,321
９　 使 用 料 及 び 賃 借 料 1,351,084
10　 保 守 料 2,799,423
11　 減 価 償 却 費 2,975,964
12　 そ の 他 の 業 務 費 用 6,728,430 70,984,468
業 務 損 失 3,265,646

（ 業 務 外 損 益 の 部 ）
Ⅰ　 業 務 外 収 益

１　 受 取 利 息 1,291
２　 雑 収 入 176,755
３　 事業費勘定からの受入 2,628 180,675

Ⅱ　 業 務 外 費 用
１　 リ ー ス 支 払 利 息 4,580
２　 雑 損 失 2 4,582

経 常 損 失 3,089,553

〔特別損益の部〕
Ⅰ　 特 別 利 益

１　 固 定 資 産 売 却 益 116,460
２　 リ ー ス 債 務 解 約 益 1,330
３　厚生年金基金代行返上益 4,227,454 4,345,244

Ⅱ　 特 別 損 失
１　 固 定 資 産 売 却 損 60,590
２　 固 定 資 産 除 却 損 ※1 35,467
３　 リ ー ス 債 務 解 約 損 274
４　 リ ー ス 資 産 除 却 損 16,297
５　 減 損 損 失 ※2 613,532 726,161

当 期 純 利 益 529,529
当 期 未 処 分 利 益 529,529
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平成 30 事業年度一般会計
事務費勘定キャッシュ・フロー計算書

自　平成 30年 4月 1日
至　平成 31年 3月 31日

区　　　　　　　分
注記
番号

金　  　　　　額

千円
Ⅰ　 業務活動によるキャッシュ･フロー

事務費収入 66,830,034
レセプト電子データ提供料収入 701,415
その他の収入 383,598
人件費の支出 △ 41,479,493
審査委員会費支出 △ 11,444,850
その他の業務支出 △ 13,675,944

小 計 1,314,759

利息の受取額 1,283

業務活動によるキャッシュ･フロー 1,316,042

Ⅱ　 投資活動によるキャッシュ･フロー

定期預金の預入による支出 △ 43,154,000
定期預金の払戻による収入 20,677,000
有形固定資産の売却による収入 299,802
有形固定資産の取得による支出 △ 794,941
無形固定資産の取得による支出 △ 7,480
投資活動その他 8,823

投資活動によるキャッシュ･フロー △ 22,970,796

Ⅲ　 財務活動によるキャッシュ･フロー

　リース債務返済による支出 △ 40,855

財務活動によるキャッシュ･フロー △ 40,855

Ⅳ　 現金及び現金同等物に係る換算差額 ─

Ⅴ　 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 △ 21,695,608

Ⅵ　 現金及び現金同等物の期首残高 65,612,401

Ⅶ　 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 43,916,792



─ 56─

区　　　　　　　　分 金　　　　　　　　　額

円

Ⅰ　 当 期 未 処 分 利 益 529,529,371

Ⅱ　 利 益 処 分 額

任 意 積 立 金

別 途 積 立 金 529,529,371 529,529,371

Ⅲ　 次 期 繰 越 利 益 0

平成 30 事業年度一般会計
事務費勘定利益処分計算書

（令和元年 6月 24日）
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　重要な会計方針

期　　別

項　　目

当会計期間

１．固定資産の減価償却の方法

　⑴ 　有形固定資産（リース資

産を除く）

　⑵ 　無形固定資産（リース資

産を除く）

　⑶　リース資産

２．引当金の計上基準

　⑴　賞与引当金

　定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

　建物 6～50年

　構築物 10～60年

　工具器具備品 3～20年

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（基金利用分）については、支払基

金における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額

をゼロとする定額法によっております。

　なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が企業会計基準第 13号「リース取引に関

する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき当期に見合う分を計上しております。

自　平成 30年 4月 1日
至　平成 31年 3月 31日
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期　　別

項　　目

当会計期間

　⑵　退職給付引当金

３ ．キャッシュ･フロー計算書

における資金の範囲

４ ．その他財務諸表作成のため

の重要な事項

　　消費税等の会計処理

　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

ア　退職給付見込額の期間帰属方法

　 　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期

末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式

基準によっております。

イ　過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法

　 　過去勤務費用については、職員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（12年）による定額法により按分した額

を、発生時から費用処理しております。

　 　数理計算上の差異については、職員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（12年）による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生の翌期から費用処理しております。

 　なお、役員等については、役員退職手当規程等に基づ

く期末要支給額を退職給付引当金に含めて計上しており

ます。

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期

日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投

資からなっております。

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

自　平成 30年 4月 1日
至　平成 31年 3月 31日
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　注記事項
　（損益計算書関係）

当会計期間

※１　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

工 具 器 具 備 品 22,396 千円

そ の 他  13,071
計 35,467

※２　減損損失の内容は、次のとおりであります。

（減損損失を認識した資産）

　　当期において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

 　 用　途　　　　　　　 種　類　　　　　　　　　　　場　所

 未利用不動産　　　土地・建物・構築物　　職員宿舎（静岡県静岡市ほか6件）

（減損損失を認識するに至った経緯及び減損損失の金額）

　 　上記の資産グループは、投資額を上回る将来キャッシュ・フローの増加が見込めな

いため、当資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として下記

の金額を特別損失に計上しております。

種　　類 金　額（千円）

土　　　地 166,287
建　　　物 445,280
構　築　物 1,964

計 613,532

（資産のグルーピングの方法）

　 　当支払基金は、未利用不動産については個別物件単位でグルーピングを行っており

ます。

（回収可能価額の算定方法等）

　 　当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額

については不動産鑑定士の鑑定評価額に基づいて評価しております。

自　平成 30年 4月 1日
至　平成 31年 3月 31日
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　（キャッシュ・フロー計算書関係）

当会計期間末

（平成 31年 3月 31日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

現金及び預金 66,393,792 千円

預金期間が3ヶ月を超える定期預金 △ 22,477,000

現金及び現金同等物 43,916,792
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　（資産除去債務関係）

当会計期間

貸借対照表（その他の流動負債及びその他の固定負債）に計上している資産除去債務

　１．当該資産除去債務の概要

　　 　システム関係機器の所有権移転外ファイナンス・リース契約に伴う返還費用であ

ります。

　２．当該資産除去債務の金額の算定方法

　　 　返還費用をそれぞれの物件ごとのリース契約期間を基準とし、物件ごとにリース

契約開始時点における利付国債の流通利回りを割引率として現在価値に割り引いた

金額を資産除去債務として計上しております。

　３．当期における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 479
千円

本年度増加額  ─

時の経過による調整額  ─

資産除去債務の履行による減少額  ─

期末残高  479

自　平成 30年 4月 1日
至　平成 31年 3月 31日
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　（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　 　当支払基金は、役職員等の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付型制度

を採用しております。

　 　企業年金基金制度（積立型制度であります。）では、給与と加入期間に基づいた年金又

は一時金を支給します。

　 　退職一時金制度（非積立型制度であります。）では、退職給付として、給与と勤務期間

に基づいた一時金を支給します。

　 　当支払基金が加入している企業年金基金は厚生年金基金の代行部分について、平成 30

年 7月 6日付けで責任準備金相当額 32,591,441千円の返還を行いました。

　 　これに伴い、「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25号）

第 46項に従い、最低責任準備金との差額 4,227,454千円を特別利益に計上しております。

２．退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 △ 144,708,022 千円

　勤務費用 △ 3,101,582
　利息費用 △ 598,931
　数理計算上の差異の当期発生額 144,326
　退職給付の支払額 4,893,344
　厚生年金基金の代行部分返上に伴う減少額 32,591,441
　期末における退職給付債務 △ 110,779,425

３．年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 62,303,715 千円

　期待運用収益 954,902
　事業主からの拠出額 1,037,609
　数理計算上の差異の当期発生額 △ 136,342
　退職給付の支払額 △ 1,062,952
　厚生年金基金の代行部分返上に伴う減少額 △ 28,307,488
期末における年金資産 34,789,443
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４．退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び資産の調

整表

イ．積立型制度の退職給付債務 △ 41,586,447 千円

ロ．年金資産 34,789,443
ハ．非積立型制度の退職給付債務 △ 69,192,977
ニ．未積立退職給付債務（イ＋ロ＋ハ） △ 75,989,981
ホ．未認識過去勤務費用 △ 9,488,164
ヘ．未認識数理計算上の差異 21,666,613
ト．貸借対照表計上純額（ニ＋ホ＋ヘ） △ 63,811,533
チ．前払年金費用 ─

リ．退職給付引当金（ト－チ） △ 63,811,533

５．退職給付に関連する損益

勤務費用 2,871,711 千円

利息費用 598,931
期待運用収益 △ 954,902
過去勤務費用の当期の費用処理額 △ 1,475,262
数理計算上の差異の当期の費用処理額 2,898,385
退職給付費用 3,938,863
　（注）企業年金基金に対する役職員等拠出額を控除しております。

６．年金資産の主な内訳

債　券 54.9％
株　式 29.5％
その他 15.6％
合　計 100.0％

７．長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

　 　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、

年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮してお

ります。

８．数理計算上の計算基礎に関する事項

　　　　期末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 0.5％
長期期待運用収益率 2.8％
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財 産 目 録
貸 借 対 照 表
損 益 計 算 書
キャッシュ・フロー計算書

平成 30 事業年度一般会計

高齢者医療制度円滑導入勘定
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平成 30 事業年度一般会計
高齢者医療制度円滑導入勘定財産目録

（平成 31年 3月 31日現在）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 資 産 2,018,347

現 金 及 び 預 金 2,016,933

普 通 預 金 2,016,933

そ の 他 の 流 動 資 産 1,414

その他の未収入金 1,414

資 産 合 計 2,018,347

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

千円 千円

流 動 負 債 2,018,347

未 払 金 2,018,347

未 払 金 689

その他の未払金 2,017,658

負 債 合 計 2,018,347

差 引 正 味 財 産 ─
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平成 30 事業年度一般会計
高齢者医療制度円滑導入勘定貸借対照表

（平成 31年 3月 31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

区 分
注記
番号

金 額 区 分
注記
番号

金 額

（ 資 産 の 部 ）
千円

（ 負 債 の 部 ）
千円

 流 動 資 産 流 動 負 債

１　現金及び預金 2,016,933 未 払 金 2,018,347

２　その他の流動資産 1,414 流 動 負 債 合 計 2,018,347

流 動 資 産 合 計 2,018,347

資 産 合 計 2,018,347 負 債 合 計 2,018,347
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平成 30 事業年度一般会計
高齢者医療制度円滑導入勘定損益計算書

自　平成 30年 4月 01日
至　平成 31年 3月 31日

区　　　　　分
注記
番号

金　　　　　額

千円 千円

〔経常損益の部〕

（ 業 務 損 益 の 部 ）

Ⅰ　 業 務 収 益

　　 高齢者医療制度円滑運営
臨 時 特 例 交 付 金 収 入 6,057,529 6,057,529

Ⅱ　 業 務 費 用

１　指定公費負担医療費支出 3,990,434

２　 給 与 手 当 27,546

３　 交 付 金 精 算 返 納 金 2,017,658

４　 そ の 他 の 業 務 費 用 21,890 6,057,529

　　 業 務 利 益 ─

　　 経 常 利 益 ─

当 期 純 利 益 ─
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平成 30 事業年度一般会計
高齢者医療制度円滑導入勘定キャッシュ・フロー計算書

自　平成 30年 4月 1日
至　平成 31年 3月 31日

区　　　　　　　分
注記
番号

金　  　　　　額

千円
Ⅰ　 業務活動によるキャッシュ･フロー

高齢者医療制度円滑運営臨時特例交付金収入 6,057,529

指定公費負担医療費支出 △ 3,990,434

人件費の支出 △ 34,654

その他の業務支出 △ 1,832,701

業務活動によるキャッシュ･フロー 199,738

Ⅱ　 投資活動によるキャッシュ･フロー

投資活動によるキャッシュ･フロー ─

Ⅲ　 財務活動によるキャッシュ･フロー

財務活動によるキャッシュ･フロー ─

Ⅳ　 現金及び現金同等物に係る換算差額 ─

Ⅴ　 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 199,738

Ⅵ　 現金及び現金同等物の期首残高 1,817,194

Ⅶ　 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,016,933
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　重要な会計方針

期　　別

項　　目

当会計期間

１ ．キャッシュ･フロー計算書

における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。

２ ．その他財務諸表作成のため

の重要な事項

　　消費税等の会計処理 　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

自　平成 30年 4月 1日
至　平成 31年 3月 31日
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　注記事項
　（キャッシュ・フロー計算書関係）

当会計期間末

（平成 31年 3月 31日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,016,933 千円

現金及び現金同等物 2,016,933
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財 産 目 録
貸 借 対 照 表
損 益 計 算 書
キャッシュ・フロー計算書

平成 30 事業年度一般会計

社会保障・税番号制度勘定
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平成 30 事業年度一般会計
社会保障・税番号制度勘定財産目録

（平成 31年 3月 31日現在）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 資 産 5,065,130
現 金 及 び 預 金 4,680,823

普 通 預 金 3,295,799
定 期 預 金 1,385,024

未 収 負 担 金 384,306

固 定 資 産 7,458
投 資 そ の 他 の 資 産 7,458
前 払 年 金 費 用 7,458

資 産 合 計 5,072,588
負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

千円 千円

流 動 負 債 650,552
未 払 金 389,271
未 払 消 費 税 等 240,300
賞 与 引 当 金 17,103
そ の 他 の 流 動 負 債 3,878

未 払 費 用 2,497
預 り 金 1,381

固 定 負 債 36,008
退 職 給 付 引 当 金 36,008

負 債 合 計 686,560
差 引 正 味 財 産 4,386,028
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平成 30 事業年度一般会計
社会保障・税番号制度勘定貸借対照表

（平成 31年 3月 31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分
注記
番号

金 額 区 分
注記
番号

金 額

（ 資 産 の 部 ）
千円

（ 負 債 の 部 ）
千円

Ⅰ　 流 動 資 産 Ⅰ　 流 動 負 債

１　 現金及び預金 4,680,823 １　 未 払 金 389,271

２　 未 収 負 担 金 384,306 ２　 未払消費税等 240,300

流 動 資 産 合 計 5,065,130 ３　 賞 与 引 当 金 17,103

４　 その他の流動負債 3,878

Ⅱ　 固 定 資 産 流 動 負 債 合 計 650,552

　 投資その他の資産

　前払年金費用 7,458 Ⅱ　 固 定 負 債

投資その他の資産合計 7,458 　 退職給付引当金 36,008

固 定 資 産 合 計 7,458 固 定 負 債 合 計 36,008

負 債 合 計 686,560

（ 資 本 の 部 ）

利 益 剰 余 金

１　 任 意 積 立 金

別途積立金 1,638,425

２　 当期未処分利益 2,747,603

利 益 剰 余 金 合 計 4,386,028

資 本 合 計 4,386,028

資 産 合 計 5,072,588 負債・資本合計 5,072,588
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平成 30 事業年度一般会計
社会保障・税番号制度勘定損益計算書

自　平成 30年 4月  1日
至　平成 31年 3月 31日

区　　　　　分
注記
番号

金　　　　　額

千円 千円

〔経常損益の部〕

（ 業 務 損 益 の 部 ）

Ⅰ　 業 務 収 益

　　 負 担 金 収 入 5,151,404 5,151,404

Ⅱ　 業 務 費 用

１　 給 与 手 当 146,538

２　 賞 与 34,144

３　 賞 与 引 当 金 繰 入 額 17,103

４　 退 職 給 付 費 用 13,718

５　 法 定 福 利 費 29,582

６　 保 守 料 1,398,788

７　 委 託 費 565,481

８　 修 繕 費 ※１ 146,204

９　 そ の 他 の 業 務 費 用 52,953 2,404,516

　 業 務 利 益 2,746,888

（ 業 務 外 損 益 の 部 ）

業 務 外 収 益

１　 受 取 利 息 33

２　 雑 収 入 681 714

経 常 利 益 2,747,603

当 期 純 利 益 2,747,603

当 期 未 処 分 利 益 2,747,603
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平成 30 事業年度一般会計
社会保障・税番号制度勘定キャッシュ・フロー計算書

自　平成 30年 4月  1日
至　平成 31年 3月 31日

区　　　　　　　分
注記
番号

金　  　　　　額

千円
Ⅰ　 業務活動によるキャッシュ・フロー

負担金収入 5,159,704
人件費の支出 △ 228,544
その他の業務支出 △ 2,383,279

小 計 2,547,880

利息の受取額 33

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,547,913

Ⅱ　 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 2,770,048
定期預金の払戻による収入 1,385,024

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,385,024

Ⅲ　 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー ─

Ⅳ　 現金及び現金同等物に係る換算差額 ─

Ⅴ　 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 1,162,889

Ⅵ
　 社会保障・税番号制度準備勘定からの

移 管 に よ る 増 加 額 13,747

Ⅶ　 現金及び現金同等物の期首残高 2,119,163

Ⅷ　 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 3,295,799
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区　　　　　　　　分 金　　　　　　　　　額

円

Ⅰ　 当 期 未 処 分 利 益 2,747,603,098

Ⅱ　 利 益 処 分 額

　　　 任 意 積 立 金

　　　　 別 途 積 立 金 2,747,603,098 2,747,603,098

Ⅲ　 次 期 繰 越 利 益 0

平成 30 事業年度一般会計
社会保障・税番号制度勘定利益処分計算書

（令和元年 6月 24日）
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　重要な会計方針

期　　別

項　　目

当会計期間

１．引当金の計上基準

　⑴　賞与引当金

　⑵　退職給付引当金

２ ．キャッシュ･フロー計算書

における資金の範囲

３ ．その他財務諸表作成のため

の重要な事項

　　消費税等の会計処理

　職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき当期に見合う分を計上しております。

　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

ア　退職給付見込額の期間帰属方法

　 　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当

期末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

イ　過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法

　 　過去勤務費用については、職員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（12年）による定額法により按分

した額を、発生時から費用処理しております。

　 　数理計算上の差異については、職員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（12年）による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌期から費用処理して

おります。

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

自　平成 30年 4月  1日
至　平成 31年 3月 31日
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　注記事項
　（キャッシュ・フロー計算書関係）

当会計期間末

（平成 31年 3月 31日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

現金及び預金 4,680,823 千円

預金期間が3ヶ月を超える定期預金 △ 1,385,024

現金及び現金同等物 3,295,799

　表示方法の変更
　（損益計算書関係）

当会計期間末

（平成 31年 3月 31日現在）

※１ 　前事業年度において「業務費用」の「その他の業務費用」に含めておりました

「修繕費」（前事業年度5,618千円）は、金額的重要性が増したため、当事業年度よ

り独立掲記しております。



─ 82─

　（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　 　当支払基金は、職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付型制度を採

用しております。

　 　企業年金基金制度（積立型制度であります。）では、給与と加入期間に基づいた年金又

は一時金を支給します。

　 　退職一時金制度（非積立型制度であります。）では、退職給付として、給与と勤務期間

に基づいた一時金を支給します。

　 　当支払基金が加入している企業年金基金は厚生年金基金の代行部分について、平成 30

年 7月 6日付けで責任準備金相当額 11,467千円の返還を行いました。これによる損益の

影響はありません。

２．退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 △ 19,529 千円

　社会保障・税番号制度準備勘定からの移管による増加額 △ 31,246
　勤務費用 △ 15,456
　利息費用 △ 207

　数理計算上の差異の当期発生額 △ 11,788
　退職給付の支払額 5,358
　厚生年金基金の代行部分返上に伴う減少額 11,467
期末における退職給付債務 △ 61,402

３．年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 8,431 千円

　社会保障・税番号制度準備勘定からの移管による増加額 13,490
　期待運用収益 541

　事業主からの拠出額 5,715
　数理計算上の差異の当期発生額 △ 3,455
　退職給付の支払額 △ 5,358
　厚生年金基金の代行部分返上に伴う減少額 ─

期末における年金資産 19,365
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４．退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び資産の調

整表

イ．積立型制度の退職給付債務 △ 23,148 千円

ロ．年金資産 19,365
ハ．非積立型制度の退職給付債務 △ 38,253
ニ．未積立退職給付債務（イ＋ロ＋ハ） △ 42,037
ホ．未認識過去勤務費用 ─

ヘ．未認識数理計算上の差異 13,488
ト．貸借対照表計上純額（ニ＋ホ＋ヘ） △ 28,549
チ．前払年金費用 7,458
リ．退職給付引当金（ト－チ） △ 36,008

５．退職給付に関連する損益

勤務費用 14,173 千円

利息費用 207

期待運用収益 △ 541

過去勤務費用の当期の費用処理額 ─

数理計算上の差異の当期の費用処理額 △ 121

退職給付費用 13,718
　（注）企業年金基金に対する職員拠出額を控除しております。

６．年金資産の主な内訳

債　券 54.9％
株　式 29.5％
その他 15.6％
合　計 100.0％

７．長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

　 　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、

年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮してお

ります。

８．数理計算上の計算基礎に関する事項

　　　　期末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 0.5％
長期期待運用収益率 2.8％



 

財 産 目 録 等 に 関 す る 監 事 意 見 書  

 

 

平成３０事業年度社会保険診療報酬支払基金一般会計に係る財産目録及び

事業状況報告書の監査を実施した結果、適正であると認める。 

 

 

 

令和元年６月１３日 

 

 

 社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金              

  理 事 長  神 田 裕 二 殿 

 

 

 

               監  事   木  内     充  

 

 

               監  事   内  田   好  宣  

 

 

               監  事   田  中   伸  一  

 

 

               監  事   篠  原     彰  

 

 

 

 


